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Ⅰ 開発許可制度の概要 

 

開発許可制度は、都市の周辺部における無秩序な市街化を防止するため、都市計画区域を計

画的な市街化を促進すべき市街化区域と原則として市街化を抑制すべき市街化調整区域に区

域区分した目的を担保すること、都市計画区域内の開発行為について公共施設や排水設備等必

要な施設の整備を義務つけるなど良質な宅地水準を確保すること、この二つの役割を果たす目

的で創設されたものであります。また、近年都市的な土地利用が都市計画区域外においても全

国的に展開している状況を踏まえ、一定の開発行為については都市計画区域の内外にかかわら

ず許可の対象とされたところであり、都市計画区域の内外を問わず適正な都市的土地利用の実

現についてもその役割とされています。 

 田辺市では、昭和８年（旧田辺町）に都市計画区域が指定され、幾度かの合併を経た後、平

成31年の都市計画区域の変更及び準都市計画区域の指定により現在の都市計画区域となって

います。また、田辺都市計画区域は市街化区域及び市街化調整区域の線引きがされていない都

市計画区域です。よって、開発許可制度の一層の充実を図る目的とした、昭和50年施行の都市

計画法一部改正により、田辺市における開発許可制度は始まりました。 

 なお、平成22年４月１日から「和歌山県の事務処理の特例に関する条例」により、開発許可

権者が和歌山県知事から田辺市長になりました。 
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田辺市における都市計画法等の変遷 

年 月 日 内     容 備  考 

S 8.11.29 都市計画法指定（行政区域全域） 田辺町 

S33. 7. 1 都市計画区域の変更 旧西富田村分離 

S37. 2. 1 「宅地造成等規制法」施行（S36.11.7公布）  

S43. 3.29 田辺市の一部に「宅地造成工事規制区域」指定  

S44. 6.14 「都市計画法」施行（S43.6.15公布）（市街化区域の開発許可制度始まる）  

S49. 5.27 田辺市の一部を「宅地造成工事規制区域」に追加指定  

S50. 4. 1 
都市計画法一部改正施行（S49.6.1公布） 

（未線引区域内の開発許可、既存宅地確認制度の新設等） 

田辺都市計画区

域内の開発許可

制度が始まる 

H13. 4. 6 田辺市の一部を「宅地造成工事規制区域」に追加指定  

H13. 5.18 都市計画法一部改正施行（H12.5.19公布） 

（法第33条に基づく技術基準の弾力化、法第34条第8の3号及び第8の4号の創設、

都市計画区域外における開発許可制度の導入）既存集落における緩和条例 

 

H18. 9.30 宅地造成等規制法一部改正施行 

(防災区域の指定、開発許可を受けた宅地造成工事は宅地造成工事の許可が不要) 
 

H19.11.30 都市計画法一部改正施行（H19.5.31公布） 

（大規模な集客施設の制限、社会福祉施設等の許可が必要となる） 
 

H21. 6. 1 田辺市の一部を「宅地造成工事規制区域」に追加指定  

H22. 4. 1 開発及び宅造許可権者が県知事から田辺市長へ  

H31. 4.26 都市計画区域の変更（現在の都市計画区域） 

準都市計画区域の指定 
 

R5.5.26 宅地造成等規制法が一部改正され「宅地造成及び特定盛土等規制法」へ  

R7.5.26 「宅地造成及び特定盛土等規制法」運用開始 

「宅地造成等工事規制区域」「特定盛土等規制区域」の指定 

宅造許可権者が田辺市長から県知事へ（開発許可権者は田辺市長） 
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Ⅱ 都市計画区域 

 

 

 

令和７年５月26日現在 

都市計画区域名 当初決定年月日 最終決定年月日 
都市計画区域 

行政区域面積(ha) 
範囲 面積(ha) 

田辺 S 8.11.29 H31. 4.26 一部 3,290 102,691 

 

都市計画区域図 

準都市計画区域 

準都市計画区域 

都市計画区域（非線引き） 
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Ⅲ 都市計画法（開発許可） 
 

１ 制度のあらまし 

（1） 開発行為の許可（法第 29 条第１項） 

開発行為を行おうとする者は、あらかじめ市長の許可が必要となります。 

 

（2） 公共施設管理者の同意等（法第 32 条） 

ア 開発許可の申請をしようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある公共施設の管

理者と協議し、その同意を得なければなりません。（同条第１項） 

イ 開発許可の申請をしようとする者は、あらかじめ、開発行為又は開発行為に関する工事

により設置される公共施設を管理することとなる者等と協議しなければなりません。（同条

第２項） 

 

（3） 許可基準（法第 33 条） 

予定建築物等が用途規制に適合していること、排水施設が適切な構造及び能力で配置され

ていること、開発区域内の土地について安全上必要な措置が講じられていること、開発行為

をしようとする土地等について工事の実施の妨げとなる権利を有する者の同意があること等

開発の目的に従った基準に適合していなければ許可されません。 

 

（4） 工事完了検査（法第 36 条） 

開発許可を受けた者は、その工事が完了したときは、市長に届け出なければなりません。 

市長は、届出があったときは工事の内容が許可の内容に適合しているかどうか検査し、適合

していると認めたときは、開発許可を受けた者に検査済証を交付の上、工事完了の公告をし

ます。 

 

（5） 公共施設の管理及び敷地の帰属（法第 39 条、第 40 条） 

開発行為によって設置された公共施設は、道路法等他法令で管理者が定められている場合

を除き、工事完了の公告の日の翌日から市の管理に属することとなります（法第３２条第２

項の協議において特段の定めをした場合を除く。）。 

また、公共施設の用に供される土地は、工事完了の公告の日の翌日に、公共施設の管理者

に帰属することとなります。 

   よって、開発行為が完了したときは、開発行為に伴う公共公益施設等の帰属書その他の必 

要書類を市長に提出し、公共施設及び公益施設を市に帰属させてください。 

 

（6） 建築等の制限 

ア 工事完了公告前の建築制限（法第 37 条） 

開発許可を受けた土地においては、工事完了の公告があるまでは原則として建築物等の
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建築等はできません。ただし、市長が支障がないと認めて許可したときは、この限りでは

ありません。 

イ 開発許可の時に定められた建ぺい率等の制限（法第 41 条） 

    市長は開発許可をする時に開発区域内の土地において建築される建築物の敷地、構造及

び設備に関する制限を定めることができますが、この制限が定められた土地においては、

市長の許可を受けなければ、その制限に適合しない建築物の建築はできません。 

ウ 開発許可を受けた土地における建築等の制限（法第 42 条） 

    開発許可を受けた開発区域内においては、工事完了公告後は原則として市長の許可を受

けなければ、当該開発許可の時に予定した建築物又は特定工作物以外の建築又は建設はで

きません。ただし、市長が当該開発区域における利便の増進上若しくは周辺の地域におけ

る環境の保全上支障がないと認め許可した場合はこの限りではありません。又、本条の制

限は、用途地域が定められているときはこの限りでありません。 

 

（7） 開発登録簿（法第 46 条、第 47 条） 

建設部都市計画課では、開発許可の内容について一定事項を記載した開発登録簿を備え付

け、常に公衆の閲覧に供しています。 

 

２ 用語の定義 

（1） 開発行為（法第４条第 12 項） 

「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行な

う土地の区画形質の変更をいう。 

 

（2） 区画形質の変更（法第４条第 12 項） 

  ア 区画の変更 

    建築物の建築又は特定工作物の建設のため土地の区画を変更することをいい単なる分合

筆は規制の対象としない。 

既に、建築物の敷地となっていた土地又はこれと同様な状態にあると認められる土地に

おいては、建築物等の敷地としての土地の区画を変更しない限り、原則として規制の対象

としない。 

  イ 形質の変更 

    形質の変更とは、切上、盛土又は整地をいう。 

    ただし、建築物の建築自体と不可分な一体の工事と認められる基礎打ち土地の掘削等の

行為は、規制の対象とならない。 

    又農地等、宅地以外の土地を宅地とする場合は、原則として規制の対象となる。 

 

（3） 開発区域（法第４条第 13 項） 

開発行為をする土地の区域をいい、主として建築物の建築又は特定工作物の建設のため

に土地の区画形質の変更を行う区域をいう。 
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（4） 建築物（法第４条第 10 項） 

「建築物」とは、建築基準法第２条第１号に規定するもので土地に定着する工作物のうち 

  ア 屋根及び柱または屋根と壁を有するもの（これに類する構造のものを含む） 

  イ アに付属する門または塀 

  ウ 観覧のための工作物（野球場の屋外スタンド等） 

  エ 地下工作物、高架工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫等の施設 

 

（5） 建 築（法第４条第 10 項） 

   「建築」とは、建築基準法第２条第 13 号に規定するもので建築物を新築し、増築し、改築

し、又は移転することをいう。 

  ア 新 築    既存建築物のない敷地に新たに建築物を建てること。 

  イ 増 築    既存建築物の床面積を増加させること。 

  ウ 改 築    建築物の全部もしくは一部を除却し、又はこれらの部分が災害によって 

滅失した後、引続きこれと用途、規模、構造の著しく異ならない建築物を 

建てること。 

  エ 移 転    同一敷地内における建築物の移転をいう。 

 

（6） 特定工作物（法第４条第 11 項、政令第１条） 

   「特定工作物」とは、次に掲げるものをいう。 

  ア 第一種特定工作物 

    コンクリートプラント、アスファルトプラント、クラッシャープラント、危険物の貯蔵

または処理に供する工作物。 

  イ 第二種特定工作物 

    ゴルフコース（ゴルフ場） 

    1ha 以上の野球場、庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園、その他の運動・レジャー施

設である工作物、墓園。 

 

（7） 開発行為の目的 

開発行為の目的による区分は、大きく分けて次のアからウの３に分けられますが、この区

分は開発行為許可申請書に記載されるもので、許可基準の適用条項、手数料算定の根拠とし

て重要な意義を有しています。 

ア 自己の居住の用に供するもの（自己居住用） 

    開発行為の目的が自己の居住の用に供する住宅の建築である場合をいいます。開発行為

を施行する主体が自らの生活の本拠として使用する趣旨で、施行主体は当然自然人に限定

されます。したがって、従業員宿舎、社宅、組合が組合員に譲渡することを目的とする住

宅、別荘、賃貸住宅等の建築を目的とするものは、これに該当しません。 
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イ 自己の業務の用に供するもの（自己業務用） 

    開発の目的が自己の業務の用に供する建築物の建築又は特定工作物の建設である場合を

いいます。開発行為を施行する主体自らが継続的に自己の業務に係る経済活動に使用する

店舗、事務所、工場、ホテル、旅館、結婚式場、従業員のための福利厚生施設、ゴルフ場

等の建築又は建設を目的とするものが該当します。したがって、賃貸住宅、墓園、貸事務

所、貸工場、貸車庫等の建築又は建設を目的とするものは、これに該当しません。 

ウ その他のもの 

    開発行為の目的がア及びイのいずれにも該当しない建築物又は特定工作物の建築又は建

設である場合をいいます。分譲住宅、別荘、賃貸住宅、サービス付き高齢者向け住宅や有

料老人ホーム、墓園等の建築又は建設を目的とするものがこれに該当します。 

 

（8） 公共施設（法第４条第14項） 

道路、公園その他政令で定める公共の用に供する施設をいいます。政令で定める公共施

設には、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯水施設が該当し

ます。 

 

３ 他法令許可手続きとの関係 

・宅地造成及び特定盛土等規制法 

宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等について、当該宅

地造成等工事規制区域の指定後に都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第二十九条第一

項又は第二項の許可を受けたときは、当該宅地造成又は特定盛土等に関する工事について

は、第十二条第一項の許可を受けたものとみなされます。（同法第 15 条第２項） 

・建築基準法 

都市計画法による開発許可又は宅地造成及び特定盛土等規制法による許可を受けた擁壁

については、建築基準法に基づく工作物確認を適用しないとされています。（同法第 88 条

第４項） 

 

４ 問い合わせ先 

開発許可に関して詳細が知りたい方又は相談したい方は、下記へお問い合わせください。 

田辺市役所 

建設部 都市計画課       （ＴＥＬ ０７３９－２６－９９３７） 
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５ 開発許可申請の対象となる開発行為 

「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地

の区画形質の変更をいい、この場合の「土地の区画形質の変更」とは、次に掲げるものが対象と

なります。 

 

1）土地の区画の変更 

建築物の建築又は特定工作物の建設を目的とした土地の区画の変更であって、道路、敷地境

界工作物等によって土地の物理的形状の区画変更を行う場合が開発行為に該当します。したが

って、単なる分筆又は合筆による権利区画の変更の場合は、対象となりません。 

区画の変更が開発行為に該当するかどうかの検討を要するものとしては、次のような場合が

あります。 

 

ア 既存建築物の建替をする場合 

切土、盛土等の造成工事が伴う場合、又は、公共施設の整備による敷地区画の変更を行

う場合は該当します。ただし、それらの行為を行わない、垣、柵等の除去又は設置による

敷地区画の変更については、開発行為に該当しません。 

イ 造成工事の完了している土地の分割をする場合 

土地の分割を道路で行う場合は、開発行為に該当します。この場合、道路を、あらかじ

め土地の権利者が築造する場合、土地の分割後各権利者が合意して築造する場合のいずれ

の場合であっても開発行為に該当します。なお、単に複数の建築敷地に分割する場合は、

開発行為には該当しません。 

 

2）土地の形質の変更 

ア 形状の変更（造成行為） 

切土又は盛土あるいはその両方によって土地の物理的形状を変更する造成行為であり、

次のいずれかに該当する場合をいいます。 

 

ａ）２ｍを超える高さの切土又は１ｍを超える高さの盛土あるいはその両方を行う場合。 

ｂ）切土又は盛土あるいはその両方によって２ｍを超える崖ができる場合。 

ｃ）切土又は盛土をする土地の面積の合計が 500 ㎡を超える場合。 

ただし、次のような場合は、形状の変更に該当しないものとして考えます。 

1．建築物の建築と不可分な一体の工事と認められる基礎打ち等に伴う土地の掘削行為 

2．現況の地盤高を変更しない場合であって、既存法面や既存擁壁の改修等の維持管理行為 

 

イ 性質の変更（宅地への転用行為） 

農地及び山林等の宅地または宅地同様の土地以外の土地において、主として建築物又は

特定工作物の建設を目的とした土地利用を行う場合で、土地利用上の造成行為、区画の変

更の有無を問わず規制の対象とする。なお、宅地または宅地同様の土地以外の土地とは次



- 9 - 

に該当しないものをいう。 

ａ）現に建築物の敷地として利用している土地。 

ｂ）過去に建築物の敷地として利用していた土地で、その後同様な状態にある土地。 
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６ 開発行為の制限概念図 

都市計画区域
．．．．．．

内
．
（非線引き）及び準都市計画区域内

．．．．．．．．
の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画区域
．．．．．．

外
．
の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 開発行為の許可（都市計画区域内・準都市計画区域内） 

（法第 29 条第１項、令 19 条） 

  都市計画区域内及び準都市計画区域内で開発行為をしようとする者は、あらかじめ市長の許

可を受けなければなりません。 

ただし、次の（1）～（11）に該当する場合は許可不要とされています。 

（1） 市街化区域、区域区分が定められていない都市計画区域（いわゆる非線引都市計画区域）

又は準都市計画区域内において行う開発行為で、その規模が、それぞれ下記の規模未満で

あるもの（法第 29 条第１項第１号、令第 19 条） 

田辺市は非線引都市計画区域であるため、都市計画区域及び準都市計画区域内において行う開

発行為で、その規模（開発区域の面積）が 3,000 ㎡未満のもの。 

第1号
第2号
第3号
第4号
第5号
第6号

（ 3,000 ㎡ 未 満 ）
（ 農 林 漁 業 用 ）
（ 公 益 施 設 ）
（ 都 市 計 画 事 業 ）
（ 土地区画整理事業 ）
（ 市街地再開発事業 ）

第 7 号
第 8 号
第 9 号
第10号
第11号

（住宅街区整備事業）
（防災街区整備事業）
（ 公 有 水 面 埋 立 ）
（ 非 常 災 害 ）
（ 管 理 、 軽 易 ）

法第29条第1項 　許　可　不　要

　開発許可を要するもの

　3,000㎡以上

都市計画区域の線

第1号
第2号

（農林漁業用）
（公益施設、都市計画事業、公有水面埋立、非常災害、管理・
軽易）

法第29条第2項 　許　可　不　要

　開発許可を要するもの

　10,000㎡以上

開発許可申請 

（法 34 条の２による協議も含む） 

都市計画区域 

及び準都市計画

区域の線 
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（2） 市街化調整区域、非線引都市計画区域又は準都市計画区域内の一定の農林漁業用の建築物

及びこれらの業務を営む者の居住の用に供する目的で行う開発行為（法第 29 条第１項第２

号、令第 20 条） 

農業、林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物は以下のとおりです。 

一 畜舎、蚕室、温室、育種苗施設、家畜人工授精施設、孵卵育雛施設、搾さく乳施設、集乳

施設その他これらに類する農産物、林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供する建築物。 

二 堆肥舎、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等収納施設その他これらに類する農業、林業又は

漁業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物。 

三 家畜診療の用に供する建築物。 

四 用排水機、取水施設等農用地の保全又は利用上必要な施設の管理の用に供する建築物、索

道の用に供する建築物。 

五 以上のほか建築面積が 90 平方メートル以内の建築物。 

 

（3） 駅舎その他、開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的な土地利用及び環境の

保全を図る上で支障がない一定の公益的施設の用に供する目的で行う開発行為（法第 29 条

第１項第３号、令第 21 条） 

なお、これまで開発許可を不要とされていた社会福祉施設、医療施設又は学校の建築に供す

る目的で行う開発行為について、平成 19 年 11 月 30 日より開発許可が必要となりました。 

 

法第 29 条第１項第３号に定める施設及び建築物の例示 

×印は該当しない例（許可が必要な施設） 

法
令 

号 公益施設 具 体 例 根拠法令 

法
第
29
条 

3 

駅舎その他の鉄道施設 駅舎、検車場、車庫、信号所、発電所、

変電所、保線係員詰所 

×民衆駅、バス施設 

鉄道事業法、 

軌道法 

図書館  図書館法 

公民館  社会教育法 

変電所  電気事業法 

令
第
21
条 

1 

道路法の道路、道路運送

の一般自動車道及び専

用自動車道の施設 

道路管理者の設ける駐車場、料金徴収

所 

×サービスエリア内の売店 

道路法、 

道路運送法 

2 河川を構成する施設 河川管理事務所、ダム、水門、せき 河川法 
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法
令 

号 公益施設 具体例 根拠法令 

令
第
21
条 

3 
都市公園法の公園施設 休憩所、野球場、陸上競技場、運動場、

プール、便所、管理事務所 

都市公園法 

4 

鉄道事業法の索道及び

軌道法の軌道又は無軌

条電車の事業施設 

停車場、信号所、車庫、詰所、車両等

の修理場、機械等の保管倉庫 

鉄道事業法、 

軌道法 

5 
石油パイプライン事業

法の事業用施設 

石油輸送施設、タンク、圧送機 石油パイプライ

ン事業法 

6 

道路運送法の一般乗合

旅客自動車運送事業及

び運送事業用施設（特別

積み合せ貨物） 

自動車ターミナル法の

一般自動車ターミナル

施設 

車庫、整備工場、バス停留所、貨物積

下し場、倉庫、待合所 

 

一般自動車ターミナル、管理事務所 

×貸切バスは別（定期路線バスのみ） 

道路運送法 

貨物自動車運送

事業法 

自動車ターミナ

ル法 

7 

港湾法の港湾施設 

漁港漁場整備法の漁港

施設 

荷さばき施設、旅客施設（乗降場、待

合所、手荷物取扱所）、保管施設（倉

庫、危険物置場、貯油施設）、厚生施

設（休泊所、診療所）、廃油施設、港

湾浄化施設、管理施設、漁船修理場、

漁船漁具保全施設 

港湾法、 

漁港漁場整備法 

8 
海岸法の海岸保全施設 海岸保全区域内にある海水の侵入又

は浸食防止施設（堤防、突堤） 

海岸法 

9 

航空法の公共用飛行場

の機能施設、飛行場利用

者の利便施設、公共用航

空保安施設 

ターミナル（乗降場、送迎デッキ待合

所、切符売場、食堂）、格納庫、航空

保安施設、整備工場、管理事務所 

航空法 

10 
気象、海象、地象、洪水

の観測通報施設 

気象台、測候所、地震観測所  

11 

郵便事業施設 郵便業務の用に供する施設 

×郵便貯金業務、簡易保険業務、小包

業務、物品販売業務の用に供する施設 

日本郵便事業株

式会社法 

12 

電気通信事業法第 120条

第 1項第 1号に規定する

建築物 

電話局、電気通信施設 電気通信事業法 

13 
放送法の放送事業の放

送施設 

放送局 放送法 
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法
令 

号 公益施設 具体例 根拠法令 

令
第
21
条 

14 

電気事業法の電気事業

の電気工作物を設置す

る施設 

 

ガス事業法のガス事業

のガスエ作物を設置す

る施設 

一般電気事業（一般の需要に応じて電

気を供給）及び卸売電気事業（一般電

気事業者への供給）のための発電所、

変電、送電、配電所 

一般ガス事業及び簡易ガス事業のた

めのガス発生設備、ガスホールダー、

ガス精製、排送、圧送、製圧設備 

×事務所、サービスステーション 

電気事業法 

 

 

 

ガス事業法 

15 

水道法の水道事業、水道

用水供給事業の水道施

設 

 

工業用水道事業法の工

業用水道施設 

下水道法の公共下水道、

流域下水道、及び都市下

水路施設 

一般需要者に対する供給、水道事業者

への用水供給のための取水、貯水導

水、浄水、送水配水施設でその者が管

理する施設 

×事務所  

 

終末処理場、ポンプ場 

水道法 

 

 

 

工業用水事業法 

 

下水道法 

16 水害予防施設 水防用倉庫 水害予防組合法 

17 
図書館法の図書館 

博物館法の博物館 

図書館 

博物館 

図書館法 

博物館法 

18 公民館  社会教育法 

19 
職業能力開発促進法の

公共職業訓練施設 

公共職業能力開発施設 

職業能力開発総合大学校 

職業能力開発促

進法 

20 
墓地埋葬等に関する法

律の火葬場 

火葬場 墓地、埋葬等に

関する法律 

21 

と畜場法のと畜場、化製

場等に関する法律の化

製場・死亡獣畜取扱場 

と畜場、化製場、死亡獣畜取扱場 と畜場法 

化製場等に関す

る法律 

22 

廃棄物の処理及び清掃

に関する法律の公衆便

所、し尿処理施設、ごみ

処理施設、浄化槽法第２

条第１号に規定する浄

化槽である建築物 

市町村が設置する公衆便所、一般廃棄

物処理施設（屎尿処理施設又はごみ処

理施設） 

×産業廃棄物処理施設 

廃棄物の処理及

び清掃に関する

法律･浄化槽法 

23 

卸売市場法の卸売市場

施設 

地方公共団体が設置す

る市場 

中央卸売市場 

地方卸売市場 

卸売市場法 
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（4） 都市計画事業の施行として行う開発行為（法第 29 条第１項第４号） 

  都市計画決定を経て、事業の認可等を受けて行う開発行為（都市計画施設の整備等）をいい、

許可不要とされています。  

 

 

法
令 

号 公益施設 具体例 根拠法令 

令
第
21
条 

24 
自然公園法の公園事業

施設 

宿舎、休憩所、展望施設、車庫、医療

救急施設、博物館、動物園 

自然公園法 

25 
住宅地区改良法の住宅

地区改良事業施設 

改良地区の整備、改良住宅 住宅地区改良法 

26 

市町村及び一部事務組

合の施設 

研究所、試験所、体育館、美術館 

×各種学校の用に供する施設、小規模保

育事業若しくは更生保護事業の用に

供する施設、病院、診療所、多数の者

の利用に供する庁舎、宿舎等 

地方自治法 

学校教育法 

児童福祉法 

社会福祉法 

医療法 等 

27 

国立研究開発法人量子

科学技術研究開発機構

の業務用施設 

研究施設 国立研究開発法

人量子科学技術

研究開発機構法 

28 

独立行政法人日本原子

力研究開発機構の業務

用施設 

研究施設 独立行政法人日

本原子力研究開

発機構法 

29 
独立行政法人水資源機

構の業務用施設 

ダム、水位調節施設等水資源の開発施

設 

独立行政法人水

資源機構法 

30 

国立研究開発法人宇宙

航空研究開発機構の事

業用施設 

人工衛星及びロケットの開発に必要

な施設 

国立研究開発法

人宇宙航空研究

開発機構法 

31 

国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合

開発機構の技術開発施

設 

研究施設 国立研究開発法

人 新 エ ネ ル ギ

ー・産業技術総

合開発機構法 

非化石エネルギ

ーの開発及び導

入の促進に関す

る法律 
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（5） 土地区画整理事業の施行として行う開発行為（法第 29 条第１項第５号） 

  土地区画整理事業の施行として行う開発行為は、許可不要とされています。土地区画整理事

業は建築物個々の敷地造成まで完成させることを予定しない場合があり、道路、公園等の整備

にとどまって、土地が田畑のまま残されることがあるため、このような田畑を後に宅地化する

場合は、本号に規定する「土地区画整理事業の施行として行う開発行為」に該当しないので、

規模等によっては許可が必要となります。 

ア 土地区画整理事業に関する開発行為の範囲は、土地区画整理法の認業可申請書に記載され

た内容の範囲です。土地区画整理事業の施行中であっても、事業の範囲外として行われる宅

地造成は開発許可が必要となります。 

イ 土地区画整理事業の完了後に行う区画形質の変更は開発許可が必要となります。 

 

（6） 市街地再開発事業の施行として行う開発行為（法第 29 条第１項第６号） 

  市街地再開発事業の施行として行う開発行為は、許可不要とされています。 

 

（7） 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為（法第 29 条第１項第７号） 

  住宅街区整備事業の施行として行う開発行為は、許可不要とされています。 

 

（8） 防災街区整備事業の施行として行う開発行為（法第 29 条第１項第８号） 

  防災街区整備事業の施行として行う開発行為は、許可不要とされています。 

 

（9） 公有水面埋立法第 2 条第 1 項の免許を受けた埋立地であって、まだ同法第 22 条第 2 項の

告示がないものにおいて行う開発行為（法第 29 条第１項第９号） 

  公有水面埋立としての開発行為は、許可不要とされています。ただし、同法の告示後の開発

行為には本号が適用されないので、規模等によっては許可が必要となります。 

 

（10） 非常災害の応急措置としての開発行為（法第 29 条第１項第 10 号） 

  非常災害の応急措置としての開発行為は、許可不要とされています。 

  非常災害とは、社会通念上一定の土地の区域で発生する災害をいい、建築物の応急性と臨時

性に着目して適用されます。 
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（11） 通常の管理行為、軽易な行為等（法第 29 条第１項第 11 号、令第 22 条） 

  通常の管理行為、軽易な行為は、次のア～カに該当する建築物又は特定工作物の建設の用に

供する目的で行う開発行為をいい、許可不要とされています。 

ア 仮設建築物又は土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定工作物。 

   仮設建築物とは、建築基準法第 85 条の仮設建築物をいいます。 

イ 車庫、物置その他これらに類する付属建築物。 

   これらは、既存建築物の補助的なもので、用途上不可分な建築物に限られています。 

ウ 建築物の増築又は特定工作物の増設で、その床面積の合計又は当該増設に係る築造面積が、

10 ㎡以内のもの。 

エ 法第 29 条第１項第２号又は第３号に規定する建築物以外の建築物の改築で用途変更を伴

わないもの又は特定工作物の改築。 

オ エに掲げるもののほか、建築物の改築で当該改築に係る床面積の合計が 10 ㎡以内のもの。 

 

８ 開発行為の許可（都市計画区域外）（法第 29 条第２項、令 22 条の２） 

都市計画区域外で、10,000 ㎡以上（令第 22 条の２）の開発行為をしようとする者は、あら

かじめ市長の許可を受けなければなりません。ただし、次の（1）～（2）に該当する場合は許

可不要とされています。 

 

（1） 農林漁業用の建築物又はこれらの業務を営む者の居住の用に供する目的で行う開発行為

（法第 29 条第２項第１号） 

 前 11 ページの（2）の内容を確認してください。 

 

（2） 法第 29 条第１項第３号、第４号及び第９号から第 11 号までに掲げる開発行為（法第 29

条第２項第２号） 

 前 11 ページから 16 ページまでの（3）から（11）のうち、（5）から（8）以外の内容を確認し

てください。 
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９ 開発許可申請前の調査、協議、相談等 

（1） 開発計画に関する調査 

   開発行為を行おうとする場合は、開発計画の策定に先立ち、開発区域又はその周辺の状況

について次に掲げる事項に関して調査をする必要があります。 

 

① 基礎的事項 

ア 地形、地盤の性質、土質 

イ  地盤の軟弱な土地又は崖崩れ若しくは出水のおそれの多い土地であるかどうか 

ウ  風向き、日照、植生、湧水等の自然状況 

エ その他周辺の状況等 

 

② 法令による規制の調査 

ア 都市計画法等都市計画に関する調査 

・都市計画施設（道路、公園、下水道、河川等）が含まれているかどうか 

イ 建築基準法に関する調査 

・建築基準法第 43 条第１項（接道要件）に適合するかどうか 

・開発区域に隣接する道路が建築基準法第 42 条第２項に規定する道路かどうか（道路後

退の必要性の有無） 

・予定建築物の用途が用途地域に適合しているかどうか 

ウ  文化財に関する調査 

・埋蔵文化財を包蔵する土地として周知されている土地であるかどうか 

エ 農地に関する調査 

・農用地が含まれているかどうか 

・農地法の許可を要するかどうか 

オ 森林に関する調査 

・保安林、地域森林計画対象民有林等が含まれているかどうか 

・森林法の許可を要するかどうか 

カ 自然環境に関する法令による規制の調査 

・自然公園区域等が含まれているかどうか 

・自然公園法の許可を要するかどうか 

・その他の自然環境に関する他法令の許認可等を要するかどうか 

キ 防災に関する法令による規制の調査 

・宅地造成等工事規制区域、特定盛土等規制区域、河川保全区域、砂防指定地等が含ま

れているかどうか 

・宅地造成及び特定盛土等規制法、河川法、砂防法の許可を要するかどうか 

・その他防災に関する他法令の許認可等を要するかどうか 

ク その他の法令で開発計画に関連のある他法令等の調査 
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 上記②の法令による規制の調査の結果を、他法令等の手続状況調書（P.17 参照〈参

考様式第 1 号〉）に記載のうえ、開発許可申請図書に添付してください。都市計画法施

行規則第 16 条第１項の規定による開発行為許可申請書には、開発行為を行うことにつ

いて、農地法その他の法令による許可等を要する場合に、その手続きの状況を記載する

こととされているため「９ その他必要な事項」の欄には「他令等の手続き状況調書の

とおり」と記載してください。 

 

③ 都市計画施設等に関する協議 

    開発区域内に都市計画施設が定められている場合、又は公共事業の施行の予定がある場

合は、開発許可申請までに、都市計画事業又は公共事業の施行者又は施行予定者と事前に

協議をしなければなりません。 

 

④ 道路に関する調査 

    公道から開発区域（申請地）に至るまでの既存道路の種別、管理者、所有者、幅員等に

ついて、開発許可申請までに、調査しておかなければなりません。また、開発区域に接す

る既存道路の改修計画についても併せて調査しておく必要があります。 

 

  上記の調査結果に基づき開発計画をしてください。 

開発行為に係る予定建築物等の用途により、既存道路の幅員等に関する基準がありま

すので留意してください。（技術的基準参照） 

 

⑤ 排水施設に関する調査 

開発行為により設置される排水施設を接続する既存排水施設の種別、管理者、排水能力、

利水状況、集水区域、流出状況等について調査しておかなければなりません。 

    また、開発区域に接する既存排水施設の改修計画についても併せて調査しておく必要が

あります。 

 

開発許可申請までに、法第 32 条第１項の規定に基づく既存排水施設の管理者の同意を

取得し、開発許可申請書にそのことを証する書面を添付しなければなりません。 

既存排水施設は、開発区域内の汚水及び雨水を有効かつ適切に排出できる等の構造及

び能力を有している必要があります。（技術的基準参照） 

 

⑥ 公園、広場その他の公共の用に供する空地に関する調査 

     開発区域の周辺に既存の公園等がある場合は、その種別、管理者、利用状況等を調査

しておく必要があります。 
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⑦ 消防施設に関する調査 

     既存の消火栓、貯水施設等が消防用水利としての基準を満たすかどうか調査しておく

必要があります。 

 

開発許可申請までに、法第 32 条第２項の規定に基づく消防水利に関する施設の管理者

との協議を完了し、開発許可申請書に経過を示す書面を添付しなければなりません。 

 

⑧ 給水施設に関する調査 

     既存の給水施設の位置、構造、能力等について調査しておく必要があります。 

 

開発許可申請までに、水道施設管理者との協議を完了し、開発許可申請書に協議結果

を基に作成した、給水施設計画平面図を添付しなければなりません。 

 

⑨ ごみ集積所に関する調査 

     ごみ集積所の位置、構造、規模等について調査しておく必要があります。 

 

開発許可申請までに、廃棄物処理担当者との協議を完了し、開発許可申請書に協議結

果を基に作成した、ごみ集積所の計画平面図を添付しなければなりません。 
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参考様式第１号 

                                他法令等の手続状況調書 

規 制 等 の 内 容 摘         要 

都市

計画 

都市計画区域 内 外 用途地域の名称： 

準都市計画区域 内 外  

都市計画施設 有 無  

建築

基準

法 

接道要件 適 否  

隣接するみなし道路 有 無  

予定建築物等の用途 適 否  

文化

財 

史跡・名勝・天然記念物 内 外  

埋蔵文化財包蔵地 内 外  

農 

地 

農業振興地域 内 外  

農用地 内 外  

森 

林 

保安林 内 外  

地域森林計画対象民有林 内 外  

自然

公園 
自然公園区域 内 外  

防 

 

 

災 

宅地造成等工事規制区域 内 外  

特定盛土等規制区域 内 外  

河川区域 内 外  

急傾斜地崩壊危険区域 内 外  

砂防指定地 内 外  

地すべり防止区域 内 外  

土砂災害警戒区域・特別警戒区域 内 外  

災害危険区域 内 外  

その他の法令による規制 有 無  

 ※摘要欄には、他法令による規制がある場合に、その手続きの状況を記入し、その状況を示

す書類を添付して下さい。  
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（2） 開発許可等に関する事前相談 

田辺市において計画する開発行為等について、開発許可等の申請に先立ち、事前に相談を

受けることができます。 

 

① 事前相談を受けることができる内容 

ア 都市計画法に係る開発許可制度に関すること 

例） ・法第 29 条第１項に規定する開発許可等の要否について 

・法第 33 条第１項各号に規定する技術的基準について 

・開発行為等に関するその他の事項について 

 

② 事前相談申請 

     この事前相談は、田辺市において計画する開発行為等について、申請者の利便及び開

発許可等に関する事務処理の迅速化、合理化を図るためのものです。 

ア 事前相談申請の提出先：建設部都市計画課 

イ 事前相談申請の提出部数：正本 1 部、副本 1 部 

ウ  事前相談申請書の様式：開発等事前相談申請書〈参考様式第２号〉 

※ 申請者の押印は必要ありませんが、申請手続きを第三者に委任する場合は委任状

が必要です。 

エ  事前相談申請書に添付しなければならない書類 

      当該相談に係る内容が都市計画法の一般的事項である場合を除き、次のａ）からｃ）

に掲げる書類を添付してください。 

      なお、添付書類は返却できません。 

ａ）申請地の付近見取り図（申請地の位置を明記すること。） 

ｂ）申請地の土地の登記事項証明書の写し（内容により不要と認められるものを除く。） 

ｃ）その他当該相談申請の回答を行うために必要となる書類（各種図面等） 

③ 事前相談申請に対する回答 

     事前相談申請に対する回答は、書面をもって申請者に回答されます。 

④ 事前相談申請に関する留意事項 

ア 事前相談申請に対する回答は、申請内容に変更があった場合又は法令等の改正があ

った場合等においては無効となる場合があります。この場合は、再申請を行い、回答

を受ける必要があります。 

イ 事前相談申請に対する回答は、あくまで申請者の相談に回答するものでありますの

で、許可が受けられることの証明等に用いることができるものではありません。 
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参考様式第２号 

開発等事前相談申請書 

年  月  日 

 田辺市 建設部     

 都市計画課長 あて  

住 所 

申請者 

氏 名 

連絡先 

 次の事項について事前相談を申請します。 

相談内容 

の 概 要 

都市計画法に係る開発許可制度に関すること 

１ 法第２９条第１項に規定する開発許可等の要否について 

２ 法第３３条第１項第  号に規定する技術基準について 

３ 開発行為等に関するその他の事項 

 

予定建築 

物等の計 

画の概要 

    予定建築物等の用途   予定建築物等の規模（階数、延べ床面積等） 

  

相談内容 

又は 

相談理由 

 

 

 

 

 

 

申 請 地 

所 在 地 地 目 地積(㎡) 実測面積(㎡) 

田辺市 

 
   

区域種別 都市計画区域     □内   □外 準都市計画区域      □内   □外 

注）１ 相談内容の概要の欄は、相談内容が該当する項目の数字に○印をしてください。 

         ２ 予定建築物等の計画の欄は、相談内容により記入する必要がない場合にあっては空白に申

請時点で未定である場合にあっては「未定」と記入してください。 

   ３ 相談内容又は相談理由の欄には、相談内容に係る行為をしようとする理由及びその内容等を

具体的に記入してください。 

４ 申請地の欄は、相談内容により記入する必要がないときは空白にしておいてください。 

          ５ 申請地の区域種別の欄は、該当するところにレ点をつけてください。 

          ６ ※印のある欄には記入しないでください。 

 

 

※受 付 欄 

 年 月 日 

第    号 
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開発等事前相談回答書 

田都 第      号 

  年  月  日 

             様 

  田 辺 市 建 設 部    

都市計画課長  氏 名    

    年  月  日 田都 第  号 受付の 

相談申請書の内容について、次のとおり回答します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㊟１ 当該回答は、申請内容に変更が合った場合、法令等の改正があった場合等においては無効

となる場合があります。この場合は再申請を行い、回答を受ける必要があります。 

２ 当該回答は、あくまで申請者の相談に回答するものでありますので、許可を受けられるこ

との証明等に用いることができるものではありません。 
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（3） 大規模開発計画事前協議について 

   開発区域の面積が５ha 以上である開発行為に係る法第 29 条第１項に規定する開発許可を

受けようとする場合は、開発許可申請（法第 32 条２項に規定する協議を必要とする開発行為

については、開発行為協議申請）までに、事前協議申出をしなければなりません。 

   これは、大規模開発に関し、計画内容の適正化及び事務処理の合理化に資することを目的

としています。 

  ① 事前申出 

   ア 事前協議申出先：和歌山県県土整備部都市政策課長（協議会幹事）※受付は田辺市 

   イ 事前協議申出書の提出部数：正本 1 部、副本 25 部、他に図面のみ縮小版（A3）1 部 

   ウ 事前協議申出書の様式：大規模開発計画に関する事前協議申出書（別記第 1 号様式） 

   エ 添付書類 

    １ 法人にあっては、その定款と法人登記簿の謄本 

    ２ 全体計画の概要を示す図書 

     (1) 位置図(1/50,000）～(1/10,000) 

          (2) 現況図(1/2,500)～(1/1,000) 

        開発区域・排水状況・地目別土地状況・現況写真 

     (3) 開発計画図(1/2,500)～(1/1,000) 

    ３ 開発事業計画概要書 

    ４ 工程計画書 

  ② 事前協議の手続 

    事前協議申請が受理された後の手続きは、都市計画区域における大規模開発計画事前協

議事務処理要領に従い行われます。 

  ③ 参考資料 

   1 都市計画区域における大規模開発計画事前協議事務処理要領 

   2 非線引都市計画区域又は都市計画区域外における大規模開発に関する取扱要領 

   3 和歌山県大規模開発計画調整協議会設置要綱
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大規模開発計画事前協議事務処理フロー

　③申出書写送付・出席依頼

申
　
出
　
者

市町長

市町長

受付窓口

協議会幹事
（県都市政策課）

市町長

大規模開発計画調
整協議会

協議会幹事
（県都市政策課）

　④関係課室等からの意見のとりまとめ

関係課室等

①協議申出書提出 ②協議会開催依頼

振
興
局
長

関
係
課
室
長

市
町
長

⑤意見報告⑤意見報告

⑥各意見について
協議・調整

⑦関係課室等との調整結果一覧表を添付し
第２９条の許可申請書提出

 

- 2
5
 - 
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（4） 大規模な開発行為についての協議（令 23 条） 

   開発区域の面積が 20ha 以上の開発行為について開発許可を申請しようとする者は、(2)に

示す協議以外にあらかじめ当該関発行為に関係のある次のア～エの者（開発区域の面積が

40ha 未満の関発行為についてはウ、エに掲げる者を除く。）と協議しなければなりません。 

  ア 義務教育施設の設置義務者 

  イ 水道事業者（水道法第 3条第 5 項） 

  ウ 一般電気事業者（電気事業法第 2 条１項第 2 号）一般ガス事業者（ガス事業法第 2 条第 

   2 項） 

  エ 鉄道事業者（鉄道事業法）、軌道経営者（軌道法） 

 

協議する者の一覧表 

 ～20ha 未満 20ha～40ha 未満 40ha 以上 備考 

協議の相手 

市町村等、開発行為に関する工事により設置される公

共施設の管理者 
 

 

義務教育施設設置者  

水道事業者 
(注)20ha 未満の場合も

協議が必要。 

 電気･ガス事業者  

 鉄道事業者  

 

（5） 隣接地、周辺地域等との調整 

開発許可を申請しようとする者は、開発行為を円滑に実施するため、当該開発行為及び予

定建築物等に関する計画の内容並びに開発行為に関する工事の内容及び施行計画について、

開発許可を受けるまでに当該開発区域に隣接する土地に所有権を有する者及び許可工事に影

響があると認められる付近住民、関連する権利者等に周知し、調整の必要が生じた場合はそ

の都度その調整に努めてください。 

   また、開発行為の許可を受けた後においても、隣接地所有者等と調整の必要が生じた場合

は、その都度その調整に努めなければなりません。 

    市長は、開発許可申請者及び開発者に対し、周知及び調整の経過及び結果について、報告

を求めることができ、市長から報告を求められた者は、その内容について、速やかに報告し

なければなりません。このため、周知及び調整をした時期及び内容については記録しておく

必要があります。 
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１０ 公共施設の管理者の同意等（法第 32 条） 

  開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ公共施設の管理者の同意を得る等の手続きを

とるべき旨を規定しています。 

  なお、公共施設とは、道路・公園・下水道・緑地・広場・河川・運河・水路及び消防の用に

供する貯水施設をいいます。 

（1） 開発行為に関係がある公共施設の管理者の同意（法第 32 条第 1 項） 

   開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ開発行為に関係がある既設の公共施設の管

理者の同意を得なければなりません。 

  ア 関発行為に関係がある公共施設とは、次のもの、その他開発行為の実施に伴って影響を

受けるものをいいます。 

   (ｱ) 開発区域内にある既存のもの。 

   (ｲ) 開発区域外にあって、開発区域に接続することとなる道路、一次放流先の河川・水路、

開発行為の実施に伴って変更又は廃止されることとなるもの。 

  イ 具体的な公共施設の管理者を例示すると次の通りです。 

   (ｱ) 接続先の道路については道路管理者。 

   (ｲ) 一次放流先の河川・水路等については河川管理者等。 

   (ｳ) 開発区域内の農道・里道・水路・他等（国土交通省所管法定外公共用財産）の付替、

廃止については西牟婁振興局建設部及び市の担当課 

   (ｴ) 本条により農業用水路の管理者の同意を必要とする場合、当該水路と一体として影響

を受けることとなると認められる揚水機場又はため他で、水路管理者と異なる者が管

理するときは水路管理者とあわせて揚水機場又はため他の管理者の同意も必要です。 

   (ｵ) 公共施設の管理者とその用に供する土地の所有者が異なる場合には、用地の所有者の

同意も必要です。ただし、公共施設の管理者にその用地の処分権限までも委任されて

いると考えられる場合は、あらためてその用地の所有者の同意は要しない。 

     （ただしどのような権限が委任されているかによります｡） 

  

（2） 関発行為により設置される公共施設の管理者との協議（法第 32 条 2 項） 

開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ当該開発行為又は当該関発行為に関する工

事により設置される新たな公共施設を管理することとなる者と協議しなければなりません。 

これは、開発行為により設置される公共施設の管理の適正を期するために、あらかじめ管

理者となるべき者と協議を行わせる趣旨であり、「公共施設を管理することとなるべき者」と

は、法第 39 条の規定により、原則として当市のことをいいます。 

   特例として他の法令による管理者が別にあるとき（例えば、県道については道路法の規定 

によって県が管理者となることが定められている｡）は、その管理者と協議することになりま

す。また、それ以外に本条協議の結果、別に管理者を定めることができます。 
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① 協議内容等 

申請者と市長が、開発行為により設置される公共施設の形状等、土地の帰属を受ける時

期及び管理を引き継ぐ時期、その方法等について協議し、これらの事項について協定を締

結することになります。この協定締結が法第 32 条第２項に規定される協議が完了したこと

を意味します。 

公共施設に関する協議については「田辺市開発事業の指導要綱」に規定される基準に基

づき行います。 

② 法第 32 条第２項の協議申請 

   法第 32 条第２項の協議の申請の際、当該計画が法第 33 条第１項第１号から第３号まで

に掲げる基準に適合しているかどうか同時に確認する必要があります。 

    これは、法第 32 条第２項の協議のみでは、開発許可申請時の審査において、法第 33 条

第１項第１号から第３号までに適合していないことを理由に申請図書の補正が生じる場合

があり、この場合に、再度、公共施設を管理することとなるべき者と協議を行わざるを得

ないこととなります。よって、開発許可申請者の手戻り及び負担軽減のため、法第 33 条第

１項第１号から第３号までに掲げる基準に適合しているかどうかについても確認できる図

書等を法第 32 条第２項の協議申請書に添付してください。 

 

ア 法第 32 条第２項の協議申請書提出先 ： 建設部都市計画課 

イ 法第 32 条第２項の協議申請書の提出部数 ： １部 

ウ 法第 32 条第２項の協議申請書の様式 ： 開発行為協議申請書〈参考様式第 3 号〉 

エ  開発行為協議申請書に添付しなければならない書類 

ａ）位置図（1/2,500 以上、付近見取図） 

ｂ）開発区域の土地の登記事項証明書 

ｃ）開発区域及びその周辺の土地の公図の写し 

ｄ）開発区域の求積図及び求積表 

ｅ）開発区域外既存道路調書及び開発区域に至る進入経路図 

ｆ）開発区域内及び開発区域外の排水経路図 

ｇ）開発区域及び排水先の現況写真 

ｈ）排水流域図及び流量計算書 

ｉ）排水施設の計画及び構造を示す図面 

ｊ）開発区域内に都市計画施設が定められている場合、又は公共事業の施行の予定があ

る場合は、当該施行者等との協議の経過を示す書類 

ｋ）省令第１６条第３項に規定する設計説明書 

ｌ）省令第１６条第４項に規定する土地利用計画図 

ｍ）省令第１６条第４項に規定する造成計画平面図 

ｎ）省令第１６条第４項に規定する造成計画断面図 

ｏ）省令第１６条第４項に規定する排水施設計画平面図     

ｐ）各公共施設の計画縦断図 
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ｑ）各公共施設の構造図及び設計説明書 

ｒ）各公共施設の求積図及び求積表 

ｓ）開発区域内の権利者一覧表 

ｔ）法第 32 条第１項に規定する同意を得たことを証する書面のうち、公共施設の設置に

伴い必要となる同意を得たことを証する書面 

ｕ）開発区域と公共施設との境界を明示した書類 

ｖ）消防水利に関する協議の経過を証する書類 

ｗ）他法令等の手続状況調書（P.17 参照）〈参考様式第１号〉 

ｘ）その他必要な書類 

③ 法第 32 条第２項の協議先 

  申請前に下記協議先等と協議を行うことで、申請後の処理が早くなります。 

公共施設の種別 協議先（担当課） 

道路施設及び排水施設 建設部管理課 管理係 

公 園 等 建設部管理課 公園係 

ゴミ集積所等 廃棄物処理課 

消防水利施設 田辺市消防本部 

 

④ 手続きフロー 

    開発行為協議申請               開 発 者 → 都市計画課へ 

〈参考様式第 3 号〉 

                  

       開発行為協議申請書の合議          都市計画課 → 関係各課へ 

                                             

 

       関係各課意見書の交付            都市計画課 → 開 発 者へ 

          

         開発者は関係各課からの意見に基づき申請書を作成 

        開発許可申請       （P.27 参照） 

          

             

    開発行為協議申請（変更） （必要な場合） 開 発 者 → 都市計画課へ 

         〈参考様式第 4 号〉※添付図書等は変更箇所に限る 

 

    協定の締結        
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１１ 開発許可申請（法第 30 条、令 15 条、細則第２条第１項） 

（1） 開発許可申請の手続 

    開発許可を受けようとする者は、法第 29 条の規定に基づく申請書を市長に提出しなけれ

ばなりません。 

    開発区域内に農用地等があり農地転用等の他の法令による許可等が必要な場合には、関係

部局と連絡調整のうえ同時に許可することとなっています。 

    許可を受けた者は開発許可済標識〈別記第 14 号様式〉を該当開発行為の係る工事期間中

工事現場の見やすい場所に提示しなければなりません。 

 

（2） 開発許可申請図書の内容 

  ア 開発許可申請書〈別記様式第二〉 

  (ｱ) 開発区域 

一体的な計画がある場合は、そのすべてを開発区域と判断し、その規模に応じた公共

施設の整備が必要となりますので、開発区域の設定にあたっては、以下の事項に注意し

てください。 

1） 同一の者により連続して行われる開発行為の計画がある場合は、その全てを開発

区域に含めてください。 

2） 新たに設置する公共施設（道路、排水施設等）を供用し同時期に隣接して行われ

る開発行為は、開発行為をしようとする者が異なる場合であっても、一体の開発

行為として開発区域の設定を行ってください。 

3） 建築物の用に供する区域外にあっても、その建築物の使用にあたって不可分であ

ると判断される区域（店舗に対する駐車場等）については、その全てを開発区域

に含めてください。 

4） 開発規模が相当大きい開発区域については「工区」を設定することができます。

この場合は工区単位で工事完了検査を受けることができます。 

  (ｲ) 予定建築物等の用途 

     開発行為は、建築物の建築又は特定工作物の建設を目的とする土地の区画形質の変更

であるから、許可申請には必ず予定建築物等の用途等、開発区域の規模および配置がそ

れぞれ確定していなければなりません。 

予定建築物等の用途は、法第 33 条第 1 項第 1 号から第 5 号までに規定する開発許可

基準に適合するか否かの判断の根拠となるものです。 

     開発区域の規模および配置も法第 33 条第 1 項第 2 号から第 5 号までの基準の根拠と

なるものであり、開発行為完了後建築物を建築する場合は、建築確認の時点で敷地確認

の基礎となるため、設計は街区だけでなく個々の敷地の規模及び配置についても確定し

ておいてください。 
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  (ｳ) 工事施行者 

工事施行者については、開発行為の内容によって、法第 33 条第１項第 13 号の基準に

適合するかどうかの判断に必要となりますので、原則として許可申請書に記載してくだ

さい。なお、入札等による場合は着手届と同時に届け出てください。 

 

  イ 自己の居住の用に供するもの、自己の業務の用に供するもの、その他のものの別。 

開発許可申請書には、「自己の居住の用に供するもの、自己の業務の用に供するもの、そ

の他のものの別」を記載することになっています。これは、それぞれの開発行為では許可

基準が異なるため、次の点に留意してください。 

(ｱ) 「自己の居住の用に供する」とは、開発行為を行う者が自らの生活の本拠として使用

することをいう趣旨であり自然人に限られます。 

(ｲ) 「自己の業務の用に供する」とは、当該建築物内において継続的に自己の業務に係る

経済活動が行われるものです。 

  具体例としては、ホテル、旅館、ゴルフ場、従業員の福利厚生施設等 

(ｳ) 「その他」（非自己用）とは、上記以外のものが該当します。 

    具体例としては、分譲を目的とする宅地造成、貸事務所、貸店舗、社宅等 

 

（3） 設計説明書〈別記第２号様式〉 

  ア 設計の方針 

    開発行為の目的、住宅、街区の構成と公益的施設の整備の方針等を詳細に記載してくだ

さい。 

  イ 開発区域内の土地の現況 

    土地の地目、その面積及びそれらの割合並びに開発行為の妨げとなる建築物等を記載し

てください。 

  ウ 土地の利用計画 

    住宅用地、道路その他公共の用に供する用地等の面積及びその割合を記載してください。 

  エ 公共施設の整備計画 

    公共施設の規模、構造等について記載してください。なお、これには、公共施設管理者

となるべき者及び公共施設の用に供する土地の帰属に関する事項も含まれています。 

 

（4） 開発許可申請図書（P35 参照） 

   許可申請の添付図書一覧に基づき作成してください。 
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１２ 設計者の資格（法第 31 条）（規則第 19 条）〈別記第 8 号様式〉 

  開発区域の面積が 1ha 以上の開発行為の設計について、次に記載するような設計者の資格を

規定しています。 

有資格者の設計によら

なければならない工事 
設計者の資格 

(1) 開発区域の面積が

1ha 以上 20ha 未満の

開発行為に関する工

事 

イ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学（短期大学を除く。）

又は旧大学令（大正 7 年勅令第 388 号）による大学において、正規の

土木、建築、都市計画又は造園に関する課程を修めて、卒業した後、

宅地開発に関する技術に関して２年以上の実務の経験を有する者 

ロ 学校教育法による短期大学において、正規の土木、建築、都市計画

又は造園に関する修業年限年の課程（夜間において授業を行うものを

除く。）を修めて卒業した後、宅地開発に関する技術に関して３年以上

の実務の経験を有する者 

ハ 前号に該当する者を除き、学校教育法による短期大学若しくは高等

専門学校又は旧専門学校令（明治 36 年勅令第 61 号）による専門学校

において、正規の土木、建築、都市計画又は造園に関する課程を修め

て卒業した後、宅地開発に関する技術に関して４年以上の実務の経験

を有する者 

ニ 学校教育法による高等学校又は旧中学校令（昭和 18 年勅令第 36 号）

による中等学校において、正規の土木、建築、都市計画又は造園に関

する課程を修めて卒業した後、宅地開発に関する技術に関して 7 年以

上の実務の経験を有する者 

ホ 技術士法（昭和 32 年法律第 124 号）による第 2 次試験のうち国土交

通大臣が定める部門に合格した者で、宅地開発に関する技術に関して 2

年以上の実務経験を有する者 

へ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士の資格を有す

る者で、宅地開発に関する技術に関して２年以上の実務の経験を有す

る者 

ト 宅地開発に関する技術に関する 7 年以上の実務経験を含む土木、建

築、都市計画又は造園に関する 10 年以上の実務経験を有するもので、

規則第 19 条の 2 から第 19 条の 4 までの規定により国土交通大臣の登

録を受けた者がこの省令の定めるところにより行う講習を終了した者 

チ 国土交通大臣がイからトまでに掲げる者と同等以上の知識及び経験

を有すると認めた者 

(2) 開発区域の面積が

20ha 以上の開発行為

に関する工事 

 前号のいずれかに該当する者で、開発区域の面積が 20ha 以上の開発行

為に関する工事の総合的な設計に係る設計図書を作成に関する実務に従

事したことがあるもの、その他国土交通大臣がこれと同等以上の経験を

有すると認めたものであること。 
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１３ 開発許可申請図書一覧 

 

(1) 関係書類一覧表 

申請 

図書 
図書の種類 明示すべき事項 備考 

申 請 書 開発行為許可申請書 〈別記様式第二〉  

委 任 状 委任状 

 申請者が申請手続

きをその他の他人

に委任する場合 

設 計 

説 明 書 
設計説明書 

設計の方針、開発区域内の土地の現況、土

地利用計画、公共施設の整備計画 

〈別記第２号様式〉 

自己居住用住宅は

不要 

証 明 書

及 び 

調 書 

設計者の資格調書 

設計図書の作製者が省令第１９条の資格

を有する者であることを証する書類（学校

卒業証明書および資格証明書等添付） 

〈別記第８号様式〉 

１ha 未満は不要 
(省令第 17 条第 1項第 4 号) 

法第 34 条第 13 号に

適合していることを

証する書類 

法第34条第13号の届出をした者が開発許

可を受ける場合で、自己の居住又は業務の

用に供する建築物を建築する目的で土地

又は土地の利用に関する所有権以外の権

利を有していたことを証する書類 

(省令第 17 条第 1項第 5 号) 

工事施行者の能力調

書 

工事施行者の事業経歴書及び建設業の登

録写し添付 

〈別記第９号様式〉 

自己居住用の住宅

又は住宅以外の自

己業務用で１ha 未

満は不要 

申請者の資力信用調

書 

法人税、所得税の納税証明、預金残高証明

等を添付。資力及び信用の判断について

は、資金調達能力に不安があったり、過去

に誠実に事業をしなかった前歴（都市計画

法及び宅地建物取引業法に基づく監督処

分等を受けた者）がある場合の事態を判断

基準とする。 

〈別記第 10 号様式〉 

自己居住用の住宅

又は住宅以外の自

己業務用で１ha 未

満は不要 

工場調書 取扱品目、作業内容を記載  

街路証明書 都市計画街路に抵触する場合  

資 金 

計 画 書 
資金計画書 〈別記様式第三〉 

自己居住用の住宅

又は住宅以外の自

己業務用で１ha 未

満は不要 
(省令第 15 条第 4号) 

登 記 

事 項 

証 明 書 

登記事項証明書又は

登記簿謄本 

土地（建物）の登記事項証明書又は登記簿

謄本（3 ヶ月以内） 

開発区域内全てに

ついて必要です 

登記名義人が死亡

している場合に

は、当該物件に係

る相続人を確認で

きる書類を添付す

ること 
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申請 

図書 
図書の種類 明示すべき事項 備考 

公 図 公図（地番図） 

開発区域及び周辺の土地の公図。公図に

は、写しをとった法務局、年月日、氏名を

記入のうえ捺印 

 

同 意 書 

開発行為施行同意書 

開発区域内権利者の同意（印鑑証明書添

付）、権利者、物件が多数の場合は開発区

域内権利者一覧表を添付すること。 

〈別記第３号様式〉 

 

同意書について

は、所有者ごとに

作成すること。 

施行区域内の土

地、建物又は工作

物について施行の

妨げとなる権利を

有するものの同意

書類（所有権、根

抵当権等） 
(省令第 17 条第 1項第 3 号) 

公共施設管理者同意

書 

法第 32 条の規定による公共施設の管理者

との協議に関する図書 
(法第 30 条第 2項) 

一次放流先の同意書 
一次放流先において影響を受ける水利組

合等との協議に関する図書 
 

官民境界線の証明証

（境界明示） 
開発区域と公共用地との境界の証明証  

協 議 書 
公共施設管理者協議

書 

法第 32 条の規定による公共施設の管理者

との協議に関する図書 
(法第 30 条第 2項) 

そ の 他 

他法令の関係 ・他法令の手続状況調書 

・農地転用許可 

・道路工事施工承認書 

・河川工事施工承認書 

・占用許可書 

・法定外公共物工事施工承認書 

・公用廃止を証する書類 

（里道・水路） 

・他法令に基づく許認可の写し 

 

隣接地、周辺地域等

との調整資料 

調整過程及び結果判断資料 

（備考） 

・隣接地所有者及び付近住民に対して、開

発行為による境界の確認又、工事施工に

よる迷惑行為等について、未然に趣旨の

徹底を図り、トラブル等の発生しないよ

う努めなければならない。万一不服等の

苦情が発生した場合は、開発者は誠意を

もってその改善等の措置を講じなけれ

ばならない。 

・地元関係者の同意書 

大規模の開発行為又は、開発区域の周

辺地域に対する影響が大であるもの

は地元関係者の同意を得る。 
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(2) 関係図面一覧表 

申請 

図書 
図書の種類 

標準 

縮尺 
明示すべき事項 備考 

位 置 図 開発区域位置図 
1／50,000

以上 
開発区域の位置を表示した地形

図 
(省令第17条第1項第1号) 

区 域 図 開発区域図 

1 ／ 2,500

以上 
開発区域を明らかにする範囲で

府県界、市町村界、市町村内の字

界、地番、形状、隣地の地番、所

有者名等 

(省令第17条第1項第2号) 

排 水 

系 統 図 
開発区域排水経路図 

１／2,500

以上 
開発区域の位置、開発区域よりの

排水経路断面、構造、放流先の名

称 

 

設計図 

（ 設 計

者 記 名

捺 印 す

ること） 

現況図 
１／2,500

以上 

方位、地形、開発区域の境界（赤

枠）並びに開発区域内及び開発区

域の周辺の公共施設（等高線は２

ｍの標高差を示すものであるこ

と）、１ha 以上について樹木又は

樹木の集団及び切土又は盛土を

行う部分の表土の状況 

(省令第 16 条第 4項) 

土地利用計画図 
１／1,000

以上 

方位、開発区域の境界、公共施設

の位置及び形状、予定建築物等の

敷地の形状、予定建築物等の用

途、公益的施設の位置、樹木の集

団の位置並びに緩衝帯等の位置

及び形状 

(省令第 16 条第 4項) 

造成計画平面図 
１／1,000

以上 

方位、開発区域の境界、切土又は

盛土する土地の部分。がけ（地表

面が水平面に対し 30 度をこえる

角度をなす土地）で硬岩盤（風化

の著しいものを除く。）以外のも

のをいう。又は擁壁の位置、道路

の位置、形状、幅員及び勾配。 

(省令第 16 条第 4項) 

造成計画断面図 
１／1,000

以上 

切土又は盛土をする前後の地盤

面の高低差の著しい箇所、切土、

盛土の無い場所であっても必要

ある場合は、二方向断面図 

(省令第 16 条第 4項) 

道路縦断図 
１／500 以

上 

測点、勾配、計画高、単距離、 

追加距離、縦断曲線、平面曲線 

自己居住用住宅は

不要 

道路標準断面図 
１／50 以

上 

路面、路盤の詳細、雨水桝及び取

付管の形状、道路側溝の位置・形

状及び寸法、埋設管の位置、道路

幅員及び横断勾配 

自己居住用住宅は

不要 

排水施設計画平面図 
１／500 以

上 

排水区域の区域界、排水路の位

置、種類、材料、形状、内のり寸

法、勾配、流水方向、吐口の位置、

放流先の名称、調整池の位置 

(省令第 16 条第 4項) 
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申請 

図書 
図書の種類 

標準 

縮尺 
明示すべき事項 備考 

設計図 

（ 設 計

者 記 名

捺 印 す

ること） 

排水施設縦断図 
１／500 以

上 

マンホール記号、マンホールの種

類・位置及び深さ、排水渠勾配、

マンホール間距離、管径、土被り、

計画地盤高、地盤高、管底高 

 

排水施設構造図 
１／50 以

上 

構造詳細図（開渠、暗渠、落差工、

マンホール、雨水桝、吐口）終末

処理施設を設けた場合は、その図

書を添付すること。 

 

給水施設計画平面図 
１／500 以

上 

給水施設の位置、形状、内のり寸

法および取水方法並びに消火栓

の位置（排水施設計画平面図と併

用してもよい。） 

自己居住用住宅は

不要 

(省令第 16 条第 4項) 

がけの断面図 
１／50 以

上 

がけの高さ、勾配及び土質、切土

又は盛土をする前の地盤面並び

にがけ面の保護方法 

(省令第 16 条第 4項) 

擁壁の断面図 
１／50 以

上 

擁壁の寸法及び勾配(1:0.5 等を

表示)擁壁の材料及び寸法、裏込

コンクリートの寸法、透水層の位

置寸法、擁壁を設置する前後の地

盤面、基礎地盤の土質並びに基礎

杭の位置、材料および寸法。 

(省令第 16 条第 4項) 

求 積 図 

造成地求積図 
１／500 以

上 

造成地について三斜方式等によ

り求積、区画割りについても求

積。 

 

公共施設求積図 
１／500 以

上 

公共施設について、道路、公園、

広場、緑地緩衝帯、水路等につい

て三斜方式等により求積。 

 

防 火 

水 槽 
防火水槽構造図 

１／50 以

上 
 自己居住用住宅は

不要 

防 災 

工 事 

防災工事計画平面図 

１／1,000

以上 
方位、等高線、計画道路線、段切

位置、ヘドロ除去位置、除去深さ、

防災施設の位置・形状・寸法及び

名称、流土計画、工事中の雨水排

水路、防災措置時期及び期間（原

則１ha 以上） 

自己居住用住宅は

不要 

防災施設構造図 

１／100 以

上 （原則１ha 以上） 
自己居住用住宅は

不要 

 

※その他市長が必要と認める図書。 
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(3) その他計算書等 

申請 

図書 
図書の種類 明示すべき事項 備考 

水 理 

計 算 

排水流域図 
開発区域に流入する地域、開発区域内の各

排水区域、調整池等の位置 
 

流量計算書 
計画雨水量、合理式流量計算書、クッター

公式、マニング公式 
 

安 定 

計 算 
構造物の安定計算書 擁壁の安定計算、その他  

現 況 

写 真 
現況写真 

開発区域の現況、道路、排水路等開発行為

に関係のある公共施設の現況 
 

 

※ 開発規模、開発区域の状況、利用目的又は法第 34 条適用条項によって添付書類等の内容が異

なる場合がありますので注意してください。また書類、図書等の大きさは、Ａ４判で製本して

ください。 

 

※ 申請書の提出部数は正本１部、副本１部とする。 
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(法第29条) 

(法第30条) 

(法第33条) 

(法第35

(法第38条) 

(法第37

(法第32条) 

(法第35条の2) 

(法第36条) 

(法第36条) 

(法第36条) 

 

(法第46条・ 法第47条) 

開発許可制度の流れ概要図 

             

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

                  

 

 

                  

 

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

開 発 行 為 

 

許 可 を 要 す る も の 

 

許 可 申 請 

 

審    査 

許    可 

着 手 届 

 

工 事 完 了 届 

 

完 了 検 査 

 

検査済証交付 

工事完了公告 

建築基準法による 

建築確認申請 

公共施設管理者 

の同意等 

不 許 可 

開 発 禁 止 

許 可 を 要 し な い も の 

 

規則第60号による適合証明 

 

建築制限等 

承  認 

建築基準法に 

よる確認申請 

変 更 許 可 

 

公共施設の 

管理・帰属 

(法第39条・法第40条) 

開発登録簿に記載 

 

工    事 
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１４ 技術的基準（法第 33 条） 

  良好な市街地の形成を図り宅地等に一定の水準を確保させることを目的とした基準です。 

各基準の適用は、開発行為の目的が建築物の建築、第一種特定工作物又は第二種特定工作物

の建設、また、それが自己居住用、自己業務用、その他のもののいずれであるかによって異な

り、次表はその一覧です。 

  許可基準の適用関係（○印は適用、△印は 1ha 以上に適用） 

技術基準の適用区分 

都市計

画 法 

第33条

各 号 

技術基準 

建 築 物 第 1 種特定工作物 第 2 種特定工作物 

自 己 用 
その他の

も の 
自 己 

業 務 用 

その他の

も の 

自 己 

業 務 用 

その他の

も の 居住用 業 務 用 

第１号 用途地域との適合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第２号 道路、公園等空地  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第３号 排水施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第４号 給水施設  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第５号 地区計画等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第６号 公共公益施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第７号 防災安全措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第８号 災害危険区域等  ○ ○  ○  ○ 

第９号 樹木・表土の保全 △ △ △ △ △ △ △ 

第10号 緩衝帯 △ △ △ △ △ △ △ 

第11号 
輸送施設 

（40ha 以上） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第12号 申請者資力信用  △ ○ △ ○ △ ○ 

第13号 工事施行者能力  △ ○ △ ○ △ ○ 

第14号 権利者の同意 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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 開発の目的を、利用形態別に分類し例示すれば下表となります。 

 

開発行為の目的 利用形態 

建 築 物 

自己住居用 住宅 

自己業務用 

ホテル、旅館、結婚式場、店舗 

工場、従業員の福利厚生施設（寮及び社宅は除く） 

保険組合、共済組合が行う宿泊施設 

学校法人が建設する学校、宗教法人の社寺 

管理事務所のある駐車場 

そ の 他 

分譲住宅、宅地分譲 

賃借住宅、社宅、学生下宿 

貸店舗、貸事務所、貸倉庫、貸別荘、セカンドハウス 

工場が従業員に譲渡する住宅 

第一種特定

工 作 物 

自己業務用 

コンクリートプラント（建築基準法別表第 2（ぬ）第 3 号 13 の 2） 

アスファルトプラント（建築基準法別表第 2（る）第 1 号 21） 

クラッシャープラント（建築基準法別表第 2（ぬ）第 3 号 13） 

危険物の貯蔵又は処理用工作物（建築基準法施行令第 116 条第 1 項

の表の危険物品の種類の欄に掲げる数量を超えるもの。） 

そ の 他 該当なし 

第二種特定

工 作 物 

自己業務用 
ゴルフコース、野球場、庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園、観

光植物園、サーキット場その他の運動・レジャー施設 

そ の 他 墓園 

 

 

(1) 用途地域等との適合性（法第 33 条第 1 項第 1 号）     

  予定建築物等の用途が次の項目に定める用途の制限に適合していること。 

 ア 用途地域等が定められている場合は、当該用途地域等内における用途の制限 

 イ 用途地域等が定められていない場合は、建築基準法第 48 条第 1413 項及び第 68 条の３第７

項の規定による用途の制限 

用途地域の指定のない

区域（市街化調整区域

を除く。）内に建築して

はならない建築物 

劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又は店舗、飲食店、展示場、遊

技場、勝馬投票券販売所、場外車券売場その他これらに類する用途で

政令で定めるもの（場内車券売場及び勝舟投票券販売所）に供する建

築物でその用途に供する部分（劇場、映画館、演芸場又は観覧場の用

途に供する部分にあっては、客席の部分に限る。）の床面積の合計が

1 万㎡を超えるもの 
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(2) 道路等公共空地に関する基準（法第 33 条第 1 項第 2号）  

  道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地が、規模及び構造で適当に配置され、かつ、

開発区域内の主要な道路が、開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計が定められて

いること。 

 

(3) 排水施設に関する基準（法第 33 条第 1 項第 3 号） 

  排水路その他の排水施設が、開発区域内の下水を有効に排水するとともに、開発区域及びそ

の周辺の地域に溢水等による被害が生じないような構造及び能力で適当に配置されるように設

計が定められていること。 

 

(4) 水道等給水施設に関する基準（法第 33 条第 1 項第 4号） 

  水道その他の給水施設が需要に支障を来さないような構造及び能力で適当に配置されるよう

に設計が定められていること。 

 

(5) 地区計画等に関する基準（法第 33 条第 1項第 5 号） 

  地区計画等が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設計が当該地区計

画等に定められた内容に即して定められていること。 

 

(6) 公共公益施設等に関する基準（法第 33 条第 1 項第 6号） 

  開発区域における利便の増進と開発区域及びその周辺の地域における環境の保全のため、公

共施設、学校その他の公益的施設及び開発区域内において予定される建築物の用途の配分が定

められていること。 

 

(7) 宅地の防災に関する基準（法第 33 条第 1項第 7 号） 

  地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土地について、

地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定め

られていること。 

 

(8) 宅地不適地に関する基準（法第 33 条第 1項第 8 号） 

 ア 開発区域内に次に掲げる開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。 

  (ア) 災害危険区域（建築基準法第 39 条第 1 項） 

     地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区

域として指定することができる。 
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  (イ) 地すべり防止区域（地すべり等防止法第 3 条第 1 項） 

  (ウ) 土砂災害特別警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律第 98 条第 1 項） 

(エ) 浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法第 56 条第 1 項） 

(オ) 急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第 3 条第 1 項） 

 イ 地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域での開発行為の許可を受けようとする場合には、

それぞれの法律による許可を受けなければならない。 

 

(9) 樹木の保存、表土の保全に関する基準（法第 33 条第 1 項第 9 号） 

  1ha 以上の開発行為あっては、開発区域及びその周辺の地域における環境を保全するため、

開発区域おける植物の生育の確保上必要な樹木の保存、表土の保全その他の必要な措置が講ぜ

られるように設計が定められていること。 

 

(10) 緩衝帯に関する基準（法第 33 条第 1 項第 10 号） 

  1ha 以上の開発行為あっては、開発区域及びその周辺の地域における環境を保全するため、

騒音、振動等による環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩衝帯が配置されるように設計

が定められていること。 

 

(11) 輸送施設に関する基準（法第 33 条第 1項第 11 号） 

  40ha 以上の開発行為あっては、開発行為が道路、鉄道等による輸送の便等からみて支障がな

いと認められるものであること。 

 

(12) 申請者の資力、信用（法第 33 条第 1 項第 12 号）      〈別記様式第 10 号様式〉 

  申請者に開発行為を行うために必要な資力及び信用（事業計画どおりに当該事業を完成する

に必要な資金調達の能力があることと、誠実に事業計画、許可計画、許可条件を遵守して事業

を完成させ得ること）があること。 

 

(13) 工事施行者の能力（法第 33 条第 1 項第 13 号）       〈別記様式第 9 号様式〉 

  工事施行者に開発行為に関する工事を完成するために必要な能力があること。 

 

(14) 開発権利者の同意（法第 33 条第 1 項第 14 号）       〈別記様式第 3 号様式〉 

  開発行為をしようとする土地若しくは開発行為に関する工事をしようとする区域内の土地又

はこれらの土地にある建築物その他の工作物について、開発行為の施行又は開発行為に関する

工事の実施の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意を得ていること。 
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 ア 妨げとなる権利を有する者 

   妨げとなる権利を有する者とは、次の者をいう。 

  (ア) 土 地 

     所有権、永小作権、地上権、貸借権、質権、抵当権、先取特権等を有する者のほか、

土地が保全処分の対象となっている場合には、その保全処分をした者を含む。 

  (イ) 建築物・工作物 

     所有権、賃借権、質権、抵当権、先取特権等を有する者のほか、土地改良施設がある

場合にはその管理者が含まれる。 

 

１５ 開発許可の特例（開発許可の協議）（法第 34 条の 2） 

法第 34 条の 2 により、国、都道府県、指定都市等若しくは事務処理市町村若しくはそれら

がその組織に加わっている一部事務組合等については、市長との協議が成立することをもっ

て、開発許可があったものとみなす。 

（法第 34 条の 2 第１項に定めるもののほか、独立行政法人都市再生機構、独立行政法人鉄

道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人空港周辺整備機構、日本下水道事業団、都道

府県設立の土地開発公社、都道府県設立の地方住宅供給公社） 

 

１６ 開発行為の変更許可等（法第 35 条の 2、細則第２条第２項） 

（1） 変更許可が必要な場合〈別紙－１様式〉 

   開発許可を受けた者が次の事項を変更しようとする場合は、変更に係る事項、変更の理由、

開発許可番号を記載した申請書等を提出し市長の変更許可を受けなければならない。 

  ア 開発区域（開発区域を工区に分けたときは開発区域又は工区）の位置、区域、規模 

  イ 開発区域において予定される建築物又は特定工作物の用途 

  ウ 開発行為に関する設計 

  工 工事施行者 

  オ 自己用・非自己用、居住用・業務用の別 

  カ 資金計画 

   しかし、以上の事項の変更であっても、開発行為に関する事項の大幅な変更によりもはや

当初の開発行為との同一性が認められないような場合には新規の開発許可が必要となる。 

（2） 軽微な変更（規則第 28 条の 4）〈別紙－２様式〉 

   変更の内容が次に掲げる軽微な変更の場合は、変更後遅延なく変更した旨を市長に届けな

ければならない。 

  ア 開発行為に関する設計の変更のうち、予定建築物等の敷地の形状の軽微な変更 

  イ 工事施行者の変更（非自己用、１ヘクタール以上の自己業務用開発については、工事施

行者の氏名・名称または住所変更に限られ、例えば、Ａ施行者からＢ施行者への変更は許

可が必要となる｡） 

  ウ 工事着手予定年月日又は工事完了予定年月日 
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１７ 工事着手届（細則第３条） 

  開発許可をうけた者が開発行為に関する工事に着手するときは 5 日前までに工事着手届 

〈別記様式第 11 号〉を市長に提出しなければなりません。 

   なお、許可申請の時点で工事施工者が未定であったものについては、工事施工者の能力調

書〈別記様式第９号〉及び資格を証明する書類を添付してください。 

 

１８ 工事完了検査（法第 36 条、細則第２条第３項） 

（1） 工事完了届〈別記様式第四、別記様式第五〉 

   開発許可を受けた者は開発区域（開発区域を工区に分けたときは、工区）の全部について

当該開発行為に関する工事（開発行為に関する工事のうち公共施設に関する部分）を完了し

たときは市長に届け出なければなりません。完了届提出に際しては、次の書類を添付してく

ださい。 

ア 開発行為許可書の写し 

イ 位置図（1/2,500 以上、付近見取図） 

    ウ 他法令における工事施行承認等にかかる検査済証の写し 

エ 工事出来形図（平面図、構造物の展開図等） 

オ 開発区域等の確定測量図 

カ 工事写真 

・ 開発区域の着工前及び完成の全景 

・ 工事全体の流れがわかるように作成し順番に工種ごとにすべての構造物を撮影して

ください。（掘削、転圧、基礎砕石、型枠取付、生コン打設、養生、鉄筋配筋、出来

形検測、管布設状況、マンホール設置状況等） 

・ 不可視となる出来形部分については、出来形寸法が確認できるよう特に注意して、

撮影してください。 

キ 土地利用計画図 

ク 新たに設置された公共施設が法第 32 条の協議により市等に帰属されたことを証する

書類 

ケ 公図 

コ 構造物詳細図（擁壁等） 

サ コンクリート圧縮強度試験成績表 

シ 擁壁下部の基礎地盤における支持力の検査結果 

ス その他、市長が検査に必要と認める書類 

 

（2） 工事の完了検査〈別記様式第六、別記様式第七〉 

   工事完了の届け出があったとき、市長は遅滞なく当該工事が開発許可の内容に適合してい

るか否かを検査し、その検査の結果合格すれば検査済証を交付する。 

   検査当日は、申請者、設計者及び工事施工者の立会が必要となります。 
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   水道、防火水槽その他の法律又は条例等の適用をうけるものは、別途、当該法令等による

検査をうけるものとする。 

 

（3） 工事完了公告 

   市長は工事の完了検査に合格して検査済証を交付したときは遅滞なく工事が完了した旨公

告する。これをもって開発行為が完了したこととなります。 

 

１９ 工事完了公告前の建築等の制限（法第 37 条）〈様式 43〉 

  開発許可を受けた開発区域内の土地には、開発行為に関する工事の完了公告があるまでは建

築物の建築又は特定工作物の建設をすることができません。ただし、次に掲げる（1）に該当す

る場合には建築等が認められます。 

（1） 建築等が認められる場合 

ア 当該開発行為に関する工事にかかる仮設建築物の建築又は特定工作物の建設をするとき。 

イ 市長が次のいずれかに該当するものとして認めるとき。 

(1) 法第 29 条第１項第３号に規定する公益上必要な建築物を先行的に建築する必要があ

るとき。 

(2) 既存の建築物等を開発区域内に移転し改築する必要があるとき。 

(3) 予定建築物等が法第 29 条第１項の規定により開発許可を受けた工事に係る擁壁等に

近接している等の理由により当該工事と切り離して行うことが技術上困難又は不適当で

あるとき。なお、原則として建築工事は、基礎工事までの施工とする。 

 ※ 建築基準法による確認申請には本条に基づく市長の承認書を添付すること。 

(4) その他の場合で許可工事の工程上又は施工上やむを得ないとき。 

ウ 開発区域の土地又は建築物等の権利を有していた者で開発行為に同意していないものが

その権利の行使として建築物等の建築等を行うとき。 

（2） 工事完了公告前の建築等の承認申請 

  上記①のイの場合にあっては、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。承認を受け

ようとする場合は、『工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書』〈様式

第 43 号〉に次の書類を添付して提出してください。 

ア 位置図（1/2,500 以上、付近見取図） 

イ 開発行為許可書の写し 

ウ 申請理由書 

エ 設計図 

(1) 土地利用計画図 

(2) 建築物等の配置図 

(3) 建築物等の平面図 

(4) 建築物等の立面図 

オ 上記①のイのいずれかに適合していることを証する書類 
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２０ 開発行為の廃止届（法第 38 条）〈別記様式第八〉 

  開発許可をうけた工事を廃止するときは遅滞なく市長に届出をなりません。 

しかし、工事着手後に工事をむやみに中途で廃止されると、その周辺の地域に対し溢水等の

被害を及ぼしたり、公共施設の機能を阻害、環境を害したりするおそれがあるので、事業主は

適切な防災対策を実施する必要があります。 

 

２１ 開発行為等により設置された公共施設の管理（法第 39 条） 

  開発行為を行う場合に、災害の防止や環境の保全上の観点から一定水準の公共施設の整備を

義務づけたことに関連して、設置された道路、公園等の公共施設が事業の施行後においても適

正に管理されることを確保するため、それらの施設は原則として市の管理に属することとなり

ます。 

  ただし、他の法律に基づく管理者が別にあるとき、又は、法第 32 条の協議により別に管理者

を定めたときはそれらの者の管理に属することとなります。 
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２２ 公共施設の用に供する土地の帰属（法第 40 条） 

（1） 相互帰属 

   開発行為に関する工事により従前の公共施設を廃止し、これに代わる新たな公共施設を設

置する場合は、法第 36 条の完了公告の翌日において土地の帰属が変更されることになります。 

   これは、本来土地の権利の変動については契約による譲渡又は交換によって行うべきもの

ですが、本法が公共施設を設置すべき義務を、開発許可を受けた者に課したことに関連して、

代替的な機能を有する公共施設が設置される場合には、その敷地と従前の公共施設の敷地が

工事完了公告の翌日において当然に交換されるものとして整理することが事務処理上便宜で

あると考えられるので、国有財産法及び地方公共団体の財産の処分に関する法令について特

例として定められたものです。 

   従って、当然従前の公共施設の用に供する土地が国又は地方公共団体に係る場合にのみ適

用されます。 

（2） 新設の公共施設用地の帰属 

   開発行為及び開発行為に関する工事により新たに設置された公共施設の用地は、完了公告

の翌日において法第 39 条に定められた管理者に帰属する。 

   開発者は、原則として『工事完了届出書』を提出する前に、法第 32 条第２項に規定する

公共施設の帰属に関する協議に基づいて、登記手続き等、土地の帰属に関する事務手続きを

すみやかに行ってください。 

   なお、その手続方法については、参考資料６「公共施設等の引継ぎに関する基準」を参照

してください。 

 

２３ 建築物の建ぺい率等の指定（法第 41 条）〈別記第４号様式〉〈別記第 12 号様式〉 

  市長は、用途地域の定められていない土地の区域における開発行為について開発許可をする

場合において必要があると認めるときは、当該開発区域内の土地について、建築物の建ぺい率、

建築物の高さ、壁面の位置その他建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を定めることがで

きる。制限の定められた区域内においては、これらの制限に違反して建築物を建築してはなら

ない。ただし、市長が当該区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障がないと認めて

許可したときは、この限りでない。 

 

２４ 開発許可を受けた土地における建築等の制限（法第 42 条）〈別記第５号様式〉 

  開発許可の申請に際しては、将来当該開発区域内に建築等をされることが予定されている建

築物等の用途について申請書に記載され、その予定建築物等の用途その他許可基準に適合する

ことによって、許可が与えられます。従って、当該開発区域内に予定建築物等以外のものが無

制限に設置されることとなると、本制度の規制の効果は著しく失なわれることになるので、開

発許可を受けた開発区域内において行われる新築、改築又は用途の変更について制限を行うこ

ととしたものです。ただし、市長が当該開発区域における利便の増進上若しくは周辺の地域に

おける環境の保全上支障がないと認め許可した場合はこの限りではありません。 

  又、本条の制限は、用途地域等が定められているときはこの限りではありません。 
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２５ 許可に基づく地位の承継（法第 44 条、第 45 条） 

  開発許可または建築許可をうけた者の当該許可に基づく地位の承継を規定したもので、一般

承継人と特定承継人があります。 

（1） 一般承継人の地位承継届〈別記第 13 号様式〉 

   一般承継人は、被承継人が有していた許可に基づく地位を承継することができます。 

   「一般承継人」とは、相続人のほか、合併後存続する法人（吸収合併の場合または合併に

より新たに設立された法人）（新設合併の場合）を指します。 

   「許可に基づく地位」とは、許可をうけたことによって発生する権利と義務全体をいい、

次のような事項があります。 

  ア 適法に開発行為または建築もしくは、用途の変更を行ないうる権能 

  イ 公共施設の管理者との同意、協議によって定められている公共施設の設置変更の権能 

  ウ 土地所有者との工事につき、同意を得ているという地位 

  エ 工事完了、工事廃止の届出義務 

  オ 法第 40 条第３項の費用負担を求める権能 

  カ 一般承継をしたときの届出義務 

（2） 特定承継人の地位承継承認申請〈別記第６号様式〉 

   「特定承継人」とは、開発許可をうけた者から開発区域内の土地の所有権その他開発行為

に関する工事を施行する権限を取得したものをいい、開発許可権者の承認を得て地位の承継

ができるが、承認を与えるかどうかの判断は次の基準によります。 

  ア 土地の所有権その他工事を施行する権利を適法に取得しているかどうか。 

  イ 当初の許可どおり開発行為を行うために必要な資力信用があるかどうか。 

   なお、承認しない場合は、当初に許可をうけた者に廃止届を提出させること。 

 

２６ 開発登録簿（法第 46 条、第 47 条）〈別記第７号様式〉 

  開発登録簿は次の（1）のような内容を登録します。 

（1） 開発登録簿の登録事項 

  ア 開発許可年月日、開発許可を受けた者の住所・氏名 

  イ 予定建築物等の用途 

  ウ 開発区域の位置及び面積 

  工 公共施設の種類、位置及び区域 

  オ その他開発許可の内容（許可の条件等） 

  カ 法第 41 条の制限の内容 

  キ 地位を承継した者の住所、氏名 

  ク 工事完了年月日、検査済証交付年月日、公告年月日 

（2） 開発登録簿の調整、保管 

  開発登録簿は開発許可をしたときに作成し、以後登録内容に追加若しくは変更を生じた都度

修正を加え、常にその時点で最新の内容を正確に記録し、閲覧に供しなければなりません。修

正を要する時期として次のような時点があります。 
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  ア 開発許可をしたとき（作成） 

  イ 変更許可をしたとき 

  ウ 監督処分をしたとき（処分にもとづき登録内容に変更を生じた場合はもちろん、変更の

ない場合も処分の経過を登録する｡） 

  エ 許可を受けた者の変更のあったとき（承継） 

  オ 法第 37 条、第 41 条の許可、承認を与えたとき 

  カ 工事完了のとき 

  キ 法第 38 条の廃止届のあったとき（登録簿は閉鎖） 

（3） 開発登録簿の閲覧、写しの交付 

  開発登録簿を公衆の閲覧に供するため、開発登録簿の閲覧及び写しの交付事務を行います。 

 

２７ 不服申し立て（法第 50 条、第 51 条、行政不服審査法） 

  法第 29 条、法第 35 条の 2 第 1項、法第 41 条第 2 項ただし書、第 42 条第 1 項ただし書若し

くは第43条第1項の規定に基づく処分若しくはその不作為又はこれらの規定に違反した者に対

する法第 81 条第 1 項の規定に基づく監督処分についての審査請求は、開発審査会に対して行う

こととされています。（法第 50 条第 1 項）。また再審査請求は、国土交通大臣に対して行うこと

とされています（行政不服審査法第 4 条）。 

  これらの規定以外のものに関する審査請求については、行政不服審査法に規定されている一

般則に基づき、市長が許可権者等となっている場合には県知事に対して行うこととなる。 

 

２８ 監督処分等（法第 81 条） 

  市長は、法第 81 条又は同法に基づく命令の規定又はこれらの規定に基づく処分に違反した者

等に対して、都市計画上必要な限度において、本法の規定によってした許可、承認若しくは確

認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、若しくは新たに条件を付し、

又は工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて、建築物その他の工作物若

しくは物件の改築、移転若しくは除去その他違反を是正するため必要な措置をとることを命ず

ることができます。 

（1） 誰に対していかなる内容の命令を出すかについては、権限のある者に対して、その権限に

応じた命令を出すことになる。 

   なお、命令は、披処分者に到達することによって効力を生じ、到達とは、相手方が受領し

得る状態に置かれていることをいう。 

   また、違反物件と知りながらこれらを譲り受け、又は使用権を取得した者に対しても使用

禁止等の監督処分を行うこととなる。 

   「詐欺その他不正な手段」とは、例えば予定建築物等の用途を偽り、道路、排水施設等の

能力を軽減した設計図書を提出して開発許可を受けた場合又は省令で定める資格を有しない

者の設計であるにもかかわらず資格を有する者の名を詐称して許可を受けたような場合等が

該当する。 
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（2） 行政代執行を行う場合は、相当の期限を定めて、当該措置を行う旨及びその期限までに当

該措置を行わないときは、開発許可権者又はその命じた者若しくは委任した者が当該措置を

行う旨広報又は新聞により公告するとともに、公告をした日から十日問、その広告の内容そ

の他必要な場所に掲示する。 

   なお、行政代執行に要した費用については義務者から徴収することになる。 

（3） 監督処分が課されている物件について、第三者が不測の損害をこうむることを防止するた 

め、標識を違反物件の敷地内等に設置するとともに公告する。 

 

２９ 罰則規定（法第 91 条、第 92 条、第 93 条、第 94 条、第 96 条） 

  開発制限に関する罰則規定は次の表のとおりである。 

 

条文 罰  則 違  反  内  容 

法第 91 条 
１年以下の懲役又は

50 万円以下の罰金 
(1)市長の命令に違反した者  (法第 81 条第 1 項) 

法第 92 条 50 万円以下の罰金 

(2)無許可で開発行為を行った者  

(法第 29 条第 1 項、第 29 条第 2 項、第 35 条の 2第１項) 

(3)建築制限に違反して建築した者  

(法第 37 条、第 41 条第 2項、第 42 条第 1 項、第 43 条第 1 項) 

(4)建築制限に違反して用途を変更した者 

(法第 42 条第 1 項、第 43 条第 1 項) 

法第 93 条 20 万円以下の罰金 

（5）報告若しくは資料の提出を拒否し、又は虚偽の報告若しくは資

料を提出した者        （法第 80 条第 1項） 

（6）立入検査を拒否、妨害又は忌避した者（法第 82 条第 1 項） 

法第 96 条 20 万円以下の過料 
(7)廃止届をしなかった者又は虚偽の届出をした者 

(法第 35 条の 2 第 3項、第 38 条) 
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３０ 許可申請手数料（田辺市手数料条例） 

  開発行為の許可申請その他本法に基づく申請手数料をまとめると、下表のとおりです。 

 許可申請時に、納付書により納めて下さい。 

 

  申請手数料                               （単位：円） 

号 申  請  内  容 手   数   料 

ア 

法第29条の

開発行為の

許可申請の

審査 

開発行為の

許可申請手

数料 

開発区域の面積（ha） 
(ｱ) 

自己居住用 

(ｲ) 

自己業務用 

(ｳ) 

左記以外 

   0.6 未満 43,000 65,000 190,000 

0.6 以上  1.0 未満 86,000 120,000 260,000 

1.0 以上  3.0 未満 130,000 200,000 390,000 

3.0 以上  6.0 未満 170,000 270,000 510,000 

6.0 以上 10.0 未満 220,000 340,000 660,000 

10.0 以上 300,000 480,000 870,000 

 

イ 法第 35 条の２の規定に基づく開発行為の変更許可の申請に対する審査 １件につき 次に

定める金額を合計した金額。ただし、その金額が 870,000 円を超えるときは、その手数料の金

額は、870,000 円とする。 

(ｱ) 開発行為に関する設計の変更（(ｲ)のみに該当する場合を除く。）  

開発区域の面積（(ｲ)に規定する変更を伴う場合にあっては変更前の開発区域の面積、開発

区域の縮小を伴う場合にあっては縮小後の開発区域の面積）に応じアに規定する金額に 10

分の１を乗じて得た金額 

(ｲ) 新たな土地の開発区域への編入に係る法第 30 条第１項第１号から第４号までに掲げる事

項の変更  

新たに編入される開発区域の面積に応じアに規定する金額。ただし、編入される面積が 0.3

ヘクタール未満の場合にあっては、次に定める金額とする。 

新たに編入される面積 
手数料の額 

ア(ｱ)の場合 ア(ｲ)の場合 ア(ｳ)の場合 

0.1 ヘクタール未満 8,600 円 13,000 円 86,000 円 

0.1ヘクタール以上0.3ヘ

クタール未満 
22,000 円 30,000 円 130,000 円 

(ｳ) その他の変更 10,000 円 

 

ウ 法第 41 条第２項ただし書（法第 35 条の２第４項において準用する場合を含む。）の規定に基

づく建築の許可の申請に対する審査 １件につき 46,000 円 

エ 法第 42 条第１項ただし書の規定に基づく建築等の許可の申請に対する審査 １件につき  

26,000 円 
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オ 法第 45 条の規定に基づく開発許可を受けた者からの地位の承継の承認申請に対する審査 

(ｱ) 承認申請をする者が行おうとする開発行為が、主として、自己の居住の用に供する住宅の

建築の用に供する目的で行うもの又は主として、住宅以外の建築物で自己の業務の用に供する

ものの建築若しくは自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的で行うもので

あって開発区域の面積が１ヘクタール未満のものである場合 １件につき 1,700 円 

(ｲ) 承認申請をする者が行おうとする開発行為が、主として、住宅以外の建築物で自己の業務

の用に供するものの建築又は自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的で行

うものであって開発区域の面積が１ヘクタール以上のものである場合 １件につき 2,700 円 

(ｳ) 承認申請をする者が行おうとする開発行為が(ｱ)及び(ｲ)以外のものである場合 １件に

つき 17,000 円 

カ 法第 47 条第５項の規定に基づく開発登録簿の写しの交付 用紙１枚につき 470 円 

 

＜田辺市手数料条例 第２条第 41 号＞ 
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３１ 工事着手から完了までの注意事項 

（1） 工事着工時 

ア 申請者（造成主）は、許可に付加された条件や設計図書を再確認した後、工事施行者等

に許可通知書を示して、工事に着手してください。 

イ 現場内の見やすい箇所に都市計画法による開発許可済証を掲示してください。 

ウ 道路、河川等の占用や流末処理、隣接地等の相隣関係は工事着手の前に解決しておい    

てください。 

 

（2） 工事中 

ア 鉄筋構造物については、コンクリートの塩分試験（和歌山県土木部共通仕様書に準ずる）

を行った測定表、コンクリート強度資料及び使用鉄筋のミルシート又は納品書等を作成し

てください。 

イ 工事写真 

工事写真により工事施工の状況が確認できない場合は、工事完了検査時に破壊又は掘り

返し等検査を行うことがありますので、工事写真により施工確認ができるように、写真台

帳を作成し整理してください。 

(ｱ) 着手前の全景及び既設水路等の構造物 

   (ｲ) 完了後の全景及び新設水路等の構造物 

   (ｳ) 材 料（使用材料の形状寸法） 

(ｴ) 工種別 

ａ 土工  作業状況（作業機械）、のり面状況、土質変化の位置明示等（床堀、置換工、

段切、まき出し厚）。 

ｂ 基礎工 施工状況、設置材の形状寸法。 

ｃ 構造物 石積擁壁工（裏込コンクリートを含む）および透水層の状況。 

          （注）基礎から１ｍ増すごとに撮影する。 

    ｄ 鉄筋コンクリート擁壁の断面計算を行った箇所についてそれぞれ撮影し、配筋     

状況については、主鉄筋、用心鉄筋別に撮影する。 

    ｅ 排水 

      擁壁背面（水抜き穴の設置状況及び裏込を含む）及び埋設構造物に付属するもの｡ 

       （注）写真撮影時は、すべて測定器具をあて、構造物等の寸法を明確に読み取る

ことができるようにするとともに、局部的な断面寸とならないよう注意し、

標準として 20m ごとに（断面変化箇所はその都度）断面の測定を撮影する

こと。 

(ｵ) その他の注意事項 

写真管理については、和歌山県土木工事施工管理基準における写真管理基準等を参考

に取りまとめを行い、完了検査申請図書と併せて提出してください。 
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（3） 工事計画の変更 

工事中に変更を生ずる場合は、事前に都市計画課の担当係員と打合せしてください。 

ア 工事変更許可申請 

工事中に工事計画の変更する場合は、下記の軽微な変更を除き、変更許可申請をしてく

ださい。 

イ 軽微な変更届（規則第 28 条の 4） 

(1) 開発行為に関する設計の変更のうち、予定建築物等の敷地の形状の軽微な変更 

    (2) 工事施行者の変更（非自己用、１ヘクタール以上の自己業務用開発については、工

事施行者の氏名・名称または住所変更に限られ、例えば、Ａ施行者からＢ施行者へ

の変更は許可が必要となります｡） 

    (3) 工事着手予定年月日又は工事完了予定年月日 

 

（4） 工事完了 

開発行為に関する工事が完了したときは、工事完了届出書を提出して完了検査を受けなけ

ればなりません。 

ア 工事完了検査申請を提出するとき、許可内容と不一致がないか確認のうえ申請のこと。 

(1) 工事完了届出書 

(2) 出来形図（工種別に色分け、延長、断面、高さ、写真番号等記入）及び図書 

(3) 工事写真一式 

(4) その他必要図書 

イ 工事完了検査の結果、その工事が技術的基準に適合していると認めた場合は、市長は検

査済証を交付し、その旨を公告します。
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１ 申請書等の様式 
開発許可申請書〈別記様式二〉（第十六条） ･･･････････････････････････････････････55 

開発行為許可書（様式第２） ････････････････････････････････････････････････････56 

資金計画書〈別記様式第三〉（第十六条関係） ･････････････････････････････････････57 

工事完了届出書〈別記様式第四〉（第二十九条関係） ･･･････････････････････････････59 

公共施設工事完了届出書〈別記様式第五〉（第二十九条関係） ･･･････････････････････60 

開発行為に関する工事の検査済証〈別記様式第六〉（第三十条関係） ･････････････････61 

公共施設に関する工事の検査済証〈別記様式第七〉（第三十条関係） ･････････････････62 

開発行為に関する工事の廃止の届出書〈別記様式第八〉（第三十二条関係） ･･･････････63 

設計説明書その１〈別記第２号様式〉（省令第 16 条関係）･･･････････････････････････64 

   〃 その２  ･････････････････････････････････････････････････････････････65 

開発行為施行同意書〈別記第３号様式〉（省令第 17 条関係） ････････････････････････66 

開発区域内権利者一覧表  ･･･････････････････････････････････････････････････････67 

建築物特例許可申請書〈別記第４号様式〉（法第 41 条関係） ････････････････････････68 

予定建築物以外の建築許可申請書〈別記第５号様式〉（法第 42 条関係） ･･････････････69 

予定建築物以外の建築許可書〈様式第 23〉 ･･･････････････････････････････････････70 

地位承継承認申請書〈別記第６号様式〉（第５条関係） ･････････････････････････････71 

開発閲覧簿〈別記第７号様式〉（省令第 36 条関係） ････････････････････････････････72 

設計者の資格調書〈別記第８号様式〉（第２条関係） ･･･････････････････････････････74 

工事施工者の能力調書〈別記第９号様式〉（第２条関係） ･･･････････････････････････75 

申請者の資力・信用調書〈別記第 10 号様式〉（第２条関係） ････････････････････････76 

工事着手届〈別記第 11 号様式〉（第３条関係） ････････････････････････････････････77 

建築物概要書〈別記第 12 号様式〉（法第 41 条関係） ･･･････････････････････････････78 

地位承継届出書（一般承継） 〈別記第 13 号様式〉（第４条関係） ･･････････････････79 

開発許可済証標示〈別記第 14 号様式〉（第６条関係） ･･････････････････････････････80 

開発行為変更許可申請書〈別紙１様式〉 ･･･････････････････････････････････････････81 

開発行為変更許可書〈様式第 41〉 ････････････････････････････････････････････････82 

開発行為変更届出書〈別紙２様式〉 ･･･････････････････････････････････････････････83 

工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書〈様式第 43〉･････････84 

工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認通知書  ････････････････････85 

他方令の手続状況調書〈参考様式第１号〉 ･････････････････････････････････････････86 

開発等事前相談申請書〈参考様式第２号〉 ･････････････････････････････････････････87 
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  正  別記様式第二（第十六条関係） 

開 発 行 為 許 可 申 請 書 

都市計画法第29条の規定により、開発行為の許可を申請します。 

  年  月  日 

   田辺市長        あて 

           許可申請者 住所 

                 氏名           ㊞ 

※手数料欄 

 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日    年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日    年   月   日 

７ 

自己の居住の用に供するもの、自己 

の業務の用に供するもの、その他の 

ものの別 

 

８ 法第 34 条の該当号及び該当する理由  

９ そ の 他 の 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号   年  月  日     第       号 

※ 許可に付した条件 
 

※ 許 可 番 号   年  月  日     第       号 

備考 １ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）における宅地造成等工事規制区域

内においては、本許可を受けることにより、同法第 12 条第１項の許可を受けたものとみなされ

ます。 

   ２ 許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者

の氏名を記載すること。 

   ３ ※のある欄は記載しないこと。 

   ４ 「法第 34 条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内に

おいて行われる場合に記載すること。 

   ５ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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様式第２ 

開 発 行 為 許 可 書 

指令田都 第    号 

申請者 住所  

                             氏名  

 

  年  月  日付けで申請のあった別添申請書及び添付図書に記載の開発行為については、都市計

画法（昭和43年法律第100号）第29条の規定により、下記の条件を付して許可します。 

 

  年  月  日 

 

田辺市長          ㊞ 

造 成 主 住 所 氏 名  

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 着 手 予 定 年 月 日    年   月   日 

６ 工 事 完 了 予 定 年 月 日    年   月   日 

７ 

自己の居住の用に供するもの、自己 

の業務の用に供するもの、その他の 

ものの別 

 

８ 法第 34 条の該当号及び該当する理由  

９ そ の 他 の 必 要 な 事 項 許可番号 

設 計 者 住 所 氏 名  

許可に付した条件 

 

教示  別紙のとおり 
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別記様式第三（第十六条関係） 

 

資  金  計  画  書 

 

１ 収 支 計 画 

（単位 千円） 

科    目 金    額 

収 

 

 

入 

処    分    収    入 

宅 地 処 分 収 入 

 

 

補 助 負 担 金 

 

 

自 己 資 金 

計 

 

支 

 

 

出 

用 地 費 

工 事 費 

整 地 工 事 費 

道 路 工 事 費 

排 水 施 設 工 事 費 

給 水 施 設 工 事 費 

擁 壁 施 設 工 事 費 

 

附 帯 工 事 費 

事 務 費 

借 入 金 利 息 

 

 

 

         計 
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２ 年度別資金計画 

（単位 千円） 

                 年 度 

 科 目 
 年度  年度  年度 計 

支 

 

 

 

出 

事 業 費 

  用 地 費 

  工 事 費 

  附 帯 工 事 費 

  事 務 費 

  借 入 金 利 息 

 

借 入 金 償 還 金 

 

         計 

    

収 

 

 

 

入 

自 己 資 金 

借 入 金 

 

処 分 収 入 

  宅 地 処 分 収 入 

 

補 助 負 担 金 

 

 

 

計 

    

借 入 金 の 借 入 先 
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別記様式第四（第二十九条関係） 

 

工 事 完 了 届 出 書 

 

   年   月   日 

 

田辺市長       あて 

 

 

届出者 住所 

                            氏名           ㊞ 

 

  都市計画法第 36条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号     年   月  

日 第    号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 工事完了年月日              年    月    日 

２ 工事を完了した開発区域 

  又は工区に含まれる地域の名称 

 

※ 受 付 番 号     年    月    日  第    号 

※ 検 査 年 月 日     年    月    日 

※ 検 査 結 果 合     否 

※ 検 査 済 証 番 号     年    月    日  第    号 

※ 工事完了公告年月日     年    月    日 

備 考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

記載すること。 

２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第五（第二十九条関係） 

 

公共施設工事完了届出書 

 

   年   月   日 

 

田辺市長       あて 

 

 

届出者 住所 

                            氏名           ㊞ 

 

 

  都市計画法第 36条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号     年   月  

日 第    号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１ 工事完了年月日              年    月    日 

２ 工事を完了した公共施設が存する開発区域 

又は工区に含まれる地域の名称 

３ 工事を完了した公共施設 

※ 受 付 番 号     年    月    日  第    号 

※ 検 査 年 月 日     年    月    日 

※ 検 査 結 果 合     否 

※ 検 査 済 証 番 号     年    月    日  第    号 

※ 工事完了公告年月日     年    月    日 

備 考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記

載すること。 

２ ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第六（第三十条関係） 

開発行為に関する工事の検査済証 

 

第       号    

年   月   日    

 

 

田辺市長         ㊞ 

 

 

下記の開発行為に関する工事は、     年  月  日検査の結果都市計画法第

29 条の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。 

 

 

記 

 

 

１ 許可番号     年  月  日  第    号 

 

 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 
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別記様式第七（第三十条関係） 

公共施設に関する工事の検査済証 

 

第       号    

年   月   日    

 

 

田辺市長         ㊞ 

 

 

下記の公共施設に関する工事は、     年  月  日検査の結果都市計画法第

29 条の規定による開発許可の内容に適合していることを証明します。 

 

 

記 

 

 

１ 許可番号     年  月  日  第    号 

 

 

２ 工事が完了した公共施設が存する開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 

 

３ 工事が完了した公共施設 

 

 

４ 許可を受けた者の住所及び氏名 
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別記様式第八（第三十二条関係） 

 

開発行為に関する工事の廃止の届出書 

 

    年    月    日 

 

田辺市長         あて 

 

 

届出者住所 

                        氏名               ㊞ 

 

 

 都市計画法第 38 条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号     年    月    

日 第    号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 

記 

 

１．開発行為に関する工事を廃止 

  した年月日                     年    月    日 

 

 

 

２．開発行為に関する工事の廃止 

  に係る地域の名称 

 

 

 

３．開発行為に関する工事の廃止 

  に係る地域の面積 

 

 

 

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 
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別記第２号様式（省令第16条第２項関係） 

設 計 説 明 書（その１） 

開発区域（工区）の名称  
申請者

氏 名 
 

予定戸数        戸 計画人口        人 人口密度      人／ha 

設
計
の
方
針 

目    的  

方    針  

地
域
地
区
等 

都市計画区域 
内

外 
用途地域等  

宅 地 造 成 等 

工事規制区域 

内

外 
その他  

土

地

の

現

況 

地 

 

目 

区   分 宅 地 農 地 山 林 国 有 地 そ の 他 合 計 

面 積（㎡）                                      

 比   率             

所

有

者

別 

区   分 自己所有  買収予定  地主還元  そ の 他  合 計   

 面 積（㎡）                                    

 比   率      

土 地の 

利用計画 

 区   分 一般宅地 公益施設 公園等 道 路 その他 合 計 

 面 積（㎡）       

 比   率       

公

共

施

設

の

整

備

計

画 

種  類 計  画  概  要 管理予定者 

道 路 
幅員    全長    勾配    路面 

 

排 水 施 設 
方 法           構 造 

放流先           管理者 
 

給 水 施 設   

ガ ス 供 給 施 設   

公園、緑地、広場   

消 防 施 設   

公 益 的 施 設   

そ の 他   

注 １．設計の方針欄には、計画上周辺との関連や施工地の問題で特に注意した事項を記入すること。 

  ２．公共施設の整備計画欄の公益的施設には、法第29条第３号及び政令第27条の公益的施設について記入すること。 

  ３．地域地区欄については、都市計画区域の内・外、宅地造成工事規制区域の内・外について     で囲むこと。 
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設 計 説 明 書（その２ 公共施設の整備計画） 

公共施設の種類 番 号 
概   要 

管 理 者 用地の帰属 摘  要 
幅 員 延 長 面 積 

        

注 １．この欄は、法第４条第10項に定める公共施設を記入すること。 

  ２．摘要欄は、費用負担の状況を記入すること。 

  ３．実測図に基づく公共施設の新旧対象図を添付すること。 

  ４．番号は、図面記載の番号と一致させること。
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別記第３号様式（省令第17条関係） 

開 発 行 為 施 行 同 意 書 

   年   月   日 

 

開発行為をしようとする者の 

住所氏名又は名称 

 

 

様 

 

 

 住所 

 氏名                 ㊞ 

 

 

私が権利を有する次の物件について、都市計画法の規定により開発行為を行うことに同意します。 

なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となった場合についても意義ありません。 

 

物件の種類 所 在 地 面 積 権利の種類 摘 要 
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付 表 

開 発 区 域 内 権 利 者 一 覧 表 

物件の種類 所 在 地 権利の種別 
権利者の氏名 

又 は 名 称 

同意の 

有 無 
摘 要 

      

注 １．物件の種類欄には、土地、建物等の別を記入すること。 

  ２．権利の種類欄には、所有権、抵当権等の別を記入すること。 

  ３．同意の有無欄には、協議中であればその旨を記入し、その経過を摘要欄に記入すること。 

  ４．２人以上の権利者がある場合、その旨を記入すること。 
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別記第４号様式（法第 41 条関係） 

 

建 築 物 特 例 許 可 申 請 書 

 

都市計画法第 41 条第 2 項ただし書の規定による建築の許可を申請

します。 

 

   年   月   日 

 

   田辺市長         あて 

 

 

             許可申請者 

住所 

                       氏名              ㊞ 

※手数料欄 

 

 

 

 

 

１．開 発 許 可 番 号    年   月   日  第      号 

２．定められた制限内容  

３．建 築 物 の 用 途  

４．建築物を建築しようと 

する土地の所在、地番 
 

５．許 可 を 受 け る 

  具 体 的 内 容 
 

６．申 請 理 由  

※ 受  付  番  号        年   月   日  第      号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件 

 

※ 許  可  番  号        年   月   日  第      号 

※
審
査 

 

 注１．※印欄は、記入しないこと。 
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別記第５号様式（法第 42 条関係） 

 

予定建築物等以外の建築等許可申請書 

都市計画法第 42 条第１項ただし書の規定により予定建築物等以外の 

建 築 物  

 特定工作物          の許可を申請します。   

 

 

   年   月   日 

 

   田辺市長         あて 

 

             許可申請者 

住所 

                       氏名              ㊞ 

※手数料欄 

 

 

 

 

 

１．開 発 許 可 番 号    年   月   日  第      号 

２．予 定建築物 等の用途  

３．土 地 の 所 在 地 番  

４．変更後の建築物等の用途  

５．法 第 34 条 の 該 当 号  

６．変 更 理 由  

※ 受  付  番  号        年   月   日  第      号 

※ 許 可 に 付 し た 条 件 
 

※ 許  可  番  号        年   月   日  第      号 

※
審
査 

 

注 １※印欄は、記入しないこと。 

２ 5 欄は、変更後の建築物等が法第 34 条第 1号から第 8号のいずれかに該当する場合のみ記入

すること。   

の新築 

への改築 

への用途変更 

の新設 
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様式第 23 

 

指令田都 第    号  

 

申請者 住所  

氏名  

 

  年   月   日 付 け で 申 請 の あ っ た 開 発 許 可 を 受 け た 土 地 に お け

る 予 定 建 築 物 等 以 外 の 建 築 物 等 の 新 築 若 し く は 改 築 又 は 用 途 の 変 更 に つ い て

は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 42 条第 1 項ただし書きの規定に

より、下記のとおり許可します。  

 

  年   月   日  

 

田辺市長         ㊞  

 

記  

 

１  開 発 許 可 番 号    年   月   日   第      号  

２  予 定 建 築 物 等 の 用 途   

３  土 地 の 所 在 地 番   

４  変更後の建築物等の用途   

５  許 可 に 付 し た 条 件   

 



 - 75 - 

別記第６号様式（第５条関係） 

 

地 位 承 継 承 認 申 請 書 

 

   年   月   日 

 

 

  田辺市長         あて 

 

                 

申請者 

※手数料欄 

 

 

 

 

 

 

住所 

                          氏名               ㊞ 

 

都市計画法第 45 条の規定により、    許可に基づく地位を承継したいので、次のとおり申

請します。 

許 可 番 号    年   月   日  第      号 

被 承 継 人 
住 所 

氏 名 
 

 承  継  理  由  

承 継した開 発区域に 

含 まれる地 域の名称 

及  び  面  積 

 

承 継 年 月 日        年   月   日  第      号 

※
受
付
処
理
欄 

 

 

注 １ ※印欄は、記入しないこと。 

  ２ 所有権その他の権限を取得したことを証する書類、申請者の資力信用調書および工事施工者の

工事能力調書を添付すること。 

開発 

建築 
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別記第 7 号様式（省令第３６条関係） 

  
開発許可 

 許
可
に
基
づ
く
地
位
継
承 

 
承継の年月日 

 
年 月 日 第  号 

 
市町村名 

 

 
開発許可を受

けた者の住所

及び氏名 

  
承継人に住所 

 
及 び 氏 名 

  

整理番号 

 
法第２９条 

  Ｎｏ 

工事施工者の住

所及び氏名 

 

変 
 
 
 

更 
 
 
 

等 
 
 
 

事 
 
 
 

項 

工事着手  年 月 日 

工事完了  年 月 日 

設計者の住所及

び氏名 

  

 
開発区域に含ま

れる地域の名称 

地 名

地番 

 
外   筆（裏面記載） 

都市計画区域 内 ・ 外 宅地造成等工事規制区域 内 ・ 外 

 
宅地造成面積及

び工区割 

 
面積         ㎡ 

 
用   途 

 

 
工事完了検査 

  
公 告 

年月日 
 

  
予定建築物

の用途 

 

備考 
許可に際し 

ての条件等 

 

- 7
6
 - 
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土

地

の

現

況 

宅  地 ㎡ ％ 
位置図 

  Ｎ 

農  地 ㎡ ％ 

山  林 ㎡ ％ 

国有地 ㎡ ％ 

その他 ㎡ ％ 

土

地

の

利

用

計

画 

一般宅地 ㎡ ％ 

公益施設 ㎡ ％ 

公園施設 ㎡ ％ 

公園等 ㎡ ％ 

道  路 ㎡ ％ 

その他 ㎡ ％ 

合  計 ㎡ ％ 

計画戸数   戸 計画人口 人  

公共施設の種類 

 

番号 
概   要 

 

管理者 
 

 

摘 要 

続・地名・地番 幅員 ｍ 延長 ｍ 面積 ㎡ 

        

添付図面 
土地利用計画図 

土地現況図（地番記入） 

- 7
7
 - 
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別記第８号様式（第２条関係） 

設 計 者 の 資 格 調 書 

ふりがな  

生年月日  年  月  日 
氏  名  

住  所 
 

          （電話） 

技術士・ 

建築士等 

の 資 格 

資  格  内  容 取 得 年 月 日 登 録 番 号 

   

最終学歴 

     年   月   日   卒業・中退 

 学校名              学科名         修業年数    年 

実

務

経

歴 

勤 務 先 所 在 地 職 名 在 職 期 間 

    

    

    

    

    

設

計

経

歴 

事 業 主 体 工 事 施 行 者 施 行 場 所 面 積 許可番号年月日 

     

     

     

     

     

都市計画法施行規則第19条の該当資格 
１号 

２号 

イ  ロ  ハ  ニ 

ホ  ヘ  ト 

注 １．実務経歴及び設計経歴には、宅地開発のみについて記入すること。 

  ２．技術士等の資格の証明書、卒業証明書、実務経歴等の証明書を添付すること。 
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別記第９号様式（第２条関係） 

工 事 施 行 者 の 能 力 調 書 

住 所 又 は 

所 在 地 

 

（電話） 

氏 名 又 は 

名 所 及 び 

代表者氏名 

 

建 設 業 の 

 

登 録 等 

 

設 立 年 月 日   年   月   日 

資 本 金          千円 

取引金融機関  

建設業法第26条による 

主任技術者住所氏名 

                               （電話） 

従
業
員
数 

事 務 技 術 その他 計 前納 

年税 

度額 

法人税または所得税 事  業  税 

人 人 人 人 千円 千円 

技

術

者

略

歴 

氏   名 職  名 年齢 在社年数 資格・免許・学歴その他 

  才 年  

  才 年  

  才 年  

  才 年  

  才 年  

宅
地
造
成
工
事
等
施
行
歴 

発 注 者 名 工 事 施 行 場 所 面 積 工 事 期 間 備 考 

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

注 工事施行者の事業経歴書及び建設業の登録写しを添付すること。 
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別記第10号様式（第２条関係） 

申 請 者 の 資 力 ・ 信 用 調 書 

住 所 又 は 

所 在 地 

 

（電話） 

氏 名 又 は 

名 所 及 び 

代表者氏名 

 

登 

録 

等 

法
令
に
よ
る 

 

設 立 年 月 日   年   月   日 

資 本 金          千円 

取引金融機関  

 

工事管理者住所氏名 

                               （電話） 

従
業
員
数 

事 務 技 術 その他 計 前納 

年税 

度額 

法人税または所得税 事  業  税 

人 人 人 人 千円 千円 

役

員

略

歴 

氏   名 職  名 年齢 在社年数 資格・免許・学歴その他 

  才 年  

  才 年  

  才 年  

  才 年  

  才 年  

宅
地
造
成
工
事
等
施
行
歴 

工 事 名 施 行 場 所 面 積 工 事 期 間 備 考 

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

  ㎡ ～  

注 法人税又は所得税の納税証明書添付すること。 
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別記第 11 号様式（第３条関係） 

工 事 着 手 届 

 

   年   月   日 

 

   田辺市長        あて 

 

届出者 住所 

氏名               ㊞ 

 

 開発行為に関する工事に着手したいので、田辺市都市計画法施行細則第３条の規定により届け

出ます。 

 

開発許可年月日 

及び許可番号 
    年    月    日    第      号 

開発区域に含ま 

れる地域の名称 
 

工事着手年月日     年    月    日 

工

事

管

理

者 

住所氏名  

連絡場所 
（電話） 

資格、免許等  

主

任

技

術

者 

住所氏名  

連絡場所 
                （電話） 

資格、免許等  

※

受

付

処

理

欄 

 

 

※欄は、記入しないこと。 
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別記第 12 号様式（法第 41 条関係） 

建 築 物 概 要 書 

主要用途  

 申 請 部 分 申請以外の部分 合   計 建 ぺ い 率 

敷 地 面 積    建築面積 

敷地面積 

 

％ 

建 築 面 積    

延 べ 面 積    

建 築 物 棟 別 概 要 

用 途 
工事

種別 
構 造 階数 建築面積 延べ面積 外壁仕上 

最高の 

高 さ 

最高の 

軒 高 

         

         

         

         

         

         

         

（備考） 
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別記第 13 号様式（第４条関係） 

地 位 承 継 届 出 書 

 

    年    月    日 

 

   田辺市長         あて 

 

                   承継人 住所 

                       氏名               ㊞ 

 

  都市計画法第 44 条の規定により開発（建築）許可に基づく地位を承継したので、田辺市都市

計画法施行細則第４条の規定により次のとおり届け出ます。 

 

許可年月日番号       年    月    日    第     号 

被承継人 
住 所 

氏 名 
 

承 継 の 理 由  

開発区域に含ま 

れる地域の名称 

面 積 

                     番地（     ）㎡ 

承 継 年 月 日  

※受 付 欄 

 

注 １．※印欄は記入しないこと。 

２．承継の理由が相続の場合は承継者の戸籍謄本等を合併の場合は合併後の登記簿謄本をそれぞれ添付する

こと。 
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別記第14号様式（第６条関係）  

 
 

 都市計画法による開発許可済証 

 許可年月日 ･番号       年 月 日  第    号  

 許  可  者   田辺市  

 許可を受けた者  

 の氏名又は名称  

 

 工 事 施 行 者 の 

 氏 名 又 は 名 称 

 

 開発区域に含ま  

 れる地域の名称  

 

 工事現場管理者  

 氏     名  

 

 工 事 予 定 期 間      年  月  日 ～    年 月 日  

 検 査 済 証 番 号      年  月  日  第    号  

 予 定 建 築 物 等  

 

         

 

注  開発区域の主要な取付道路附近、その他工事現場の見やすい場所に掲示すること。 

 

30 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ 

4
5
ｾ
ﾝ
ﾁ
ﾒ
ｰ
ﾄ
ﾙ
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別紙－１様式 

開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書 

都市計画法第35条の2第1項の規定により、開発行為の変更の許可を申請し

ます。 

   年   月   日 

   田辺市長        あて 

 

           許可申請者 住所 

                 氏名               ㊞ 

※手数料欄 

 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 
自己の居住の用に供するもの、自己の業

務の用に供するもの、その他のものの別 
 

６ そ の 他 の 必 要 な 事 項  

開発許可の許可番号      年     月     日    第       号 

変 更 の 理 由  

※ 受 付 番 号      年     月     日    第       号 

※ 変更の許可に 

付 し た 条 件 

 

※ 変更の許可の 

許 可 番 号 
     年     月     日    第       号 

備考 １ 変更許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代

表者の氏名を記載すること。 

２ ※のある欄は記載しないこと。 

   ３ 「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令に

よる許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 

   ４ 開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前及び変更後の内容を対照さ

せて記載すること。
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別紙第41 

開 発 行 為 変 更 許 可 書 

指令田都 第    号 

 

申請者 住所 

氏名 

  年 月 日付け出申請のあった別添申請書及び添付図書に記載の開発行為の変更については、都市

計画法（昭和43年法律第100号）同法第35条の２第１項の規定により、下記の条件を付けて許可します。 

 

  年  月  日 

 

田辺市長         ㊞ 

 

造成主住所氏名  

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル 

３ 予 定 建 築 物 等 の 用 途  

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 
自己の居住の用に供するもの、自己の業

務の用に供するもの、その他のものの別 
 

６ そ の 他 の 必 要 な 事 項 許可番号 

開発許可の許可番号      年     月     日    第       号 

※ 変更の許可に 

付 し た 条 件 

 

 
教示   別紙のとおり 
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別紙―２様式 

開発行為変更届出書 

 

   年   月   日 

 

田辺市長          あて 

 

 

              届出者 住所 

 

                  氏名                   ㊞ 

  

都市計画法第 35 条の 2 第 3 項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出

ます。 

 

記 

 

１ 変更に係る事項 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

３ 開発許可の番号            年    月    日  第      号 

※ 受 付 欄 
※ 受 理 欄 

※ 備   考 

 

備 考 １ 変更届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

２ ※印のある欄は記載しないこと。 

    ３ 変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
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様式43 

工事完了公告前の建築物の建築又は 

特定工作物の建設承認申請書 

都市計画法第 37 条第１号の規定により開発行為に関する工事の完了公告前の        の  

を承認されたく申請します。 

 

    年    月    日 

       田辺市長             あて 

 

                      申請者 住所 

                          氏名                  ㊞ 

開 

発 

許

可 

の 

概 

要 

１ 
開 発 許 可 を 受 け た 者 

の 住 所 氏 名 
 

２ 開 発 許 可 番 号        年    月    日    第     号 

３ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

地 域 の 名 称 
 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 の 着 手 完 了 予 定 日   年  月  日から    年  月  日まで 

６ 工 事 の 進 捗 状 況  

建

築

等

の

概

要 

７ 
建 築 又 は 建 築 主 

住 所 氏 名 
 

８ 所 在 地  

９ 地 積  

10 用 途  

11 構 造 規 模  

12 工 期  

  申 請 理 由  

  承 認 番 号        年    月    日    第     号 

  指 示 事 項  

 添付図面 位置図、造成計画平面図、土地利用計画平面図、建築物等関係図、工程表

建 築 物 

特定工作物 

建 築 

建 設 
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工事完了公告前の建築物の建築又は 

特定工作物の建設承認通知書 

指令田都 第    号 

申請者 住所 

氏名              

  年  月  日付けで申請のあった別添申請書及び添付図書に記載の開発行為に関す

る工事の完了公告前の       の       については、都市計画法（昭和第43年法律

第100号）第37条第１号の規定により、下記の指示事項を付けて承認します。 

 

    年    月    日 

        田辺市長            ㊞ 

 

開 

発 

許

可 

の 

概 

要 

１ 
開 発 許 可 を 受 け た 者 

の 住 所 氏 名 
 

２ 開 発 許 可 番 号      年   月   日    第     号 

３ 
開 発 区 域 に 含 ま れ る 

地 域 の 名 称 
 

４ 工 事 施 行 者 住 所 氏 名  

５ 工 事 の 着 手 完 了 予 定 日   年  月  日から    年  月  日まで 

６工 事 の 進 捗 状 況  

建

築

等

の

概

要 

７ 
建 築 又 は 建 築 主 

住 所 氏 名 
 

８ 所 在 地  

９ 地 積  

10 用 途  

11 構 造 規 模  

12 工 期  

指

示

事

項 

 

建 築 物 

特定工作物 

建 築 

建 設 
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参考様式第１号 

                                他法令等の手続状況調書 

規 制 等 の 内 容 摘         要 

都市

計画 

都市計画区域 内 外 用途地域の名称： 

準都市計画区域 内 外  

都市計画施設 有 無  

建築

基準

法 

接道要件 適 否  

隣接するみなし道路 有 無  

予定建築物等の用途 適 否  

文化

財 

史跡・名勝・天然記念物 内 外  

埋蔵文化財包蔵地 内 外  

農 

地 

農業振興地域 内 外  

農用地 内 外  

森 

林 

保安林 内 外  

地域森林計画対象民有林 内 外  

自然

公園 
自然公園区域 内 外  

防 

 

 

災 

宅地造成等工事規制区域 内 外  

特定盛土等規制区域 内 外  

河川区域 内 外  

急傾斜地崩壊危険区域 内 外  

砂防指定地 内 外  

地すべり防止区域 内 外  

土砂災害警戒区域・特別警戒区域 内 外  

災害危険区域 内 外  

その他の法令による規制 有 無  

※摘要欄には、他法令による規制がある場合に、その手続きの状況を記入し、その状況を示す書類を添

付して下さい。 
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参考様式第２号 

 

 

開発等事前相談申請書 

年  月  日 

 田 辺 市 建 設 部     

 都 市 計 画 課 長 あて  

住 所 

申請者 

氏 名 

連絡先 

 次の事項について事前相談を申請します。 

相談内容 

の 概 要 

都市計画法に係る開発許可制度に関すること 

１ 法第２９条第１項に規定する開発許可等の要否について 

２ 法第３３条第１項第  号に規定する技術基準について 

３ 開発行為等に関するその他の事項 

 

予定建築 

物等の計 

画の概要 

    予定建築物等の用途   予定建築物等の規模（階数、延べ床面積等） 

  

相談内容 

又は 

相談理由 

 

 

 

 

 

 

申 請 地 

所 在 地 地 目 地積(㎡) 実測面積(㎡) 

田辺市 

 
   

区域種別 都市計画区域     □内  □外 準都市計画区域     □内  □外 

注）１ 相談内容の概要の欄は、相談内容が該当する項目の数字に○印をしてください。 

          ２ 予定建築物等の計画の欄は、相談内容により記入する必要がない場合にあっては空白に申請時点で未

定である場合にあっては「未定」と記入してください。 

    ３ 相談内容又は相談理由の欄には、相談内容に係る行為をしようとする理由及びその内容等を具体的に

記入してください。 

４ 申請地の欄は、相談内容により記入する必要がないときは空白にしておいてください。 

           ５ 申請地の区域種別の欄は、該当するところにレ点をつけてください。 

           ６ ※印のある欄には記入しないでください。 

※受 付 欄 

 年 月 日 

第    号 
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開発等事前相談回答書 

 第      号 

 年  月  日 

             様 

  田 辺 市 建 設 部    

都 市計 画 課 長     

      年  月  日 第   号 受付の 

相談申請書の内容について、次のとおり回答します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㊟１ 当該回答は、申請内容に変更が合った場合、法令等の改正があった場合等においては無効となる場合が

あります。この場合は再申請を行い回答を受ける必要があります。 

２ 当該回答は、あくまで申請者の相談に回答するものでありますので、許可を受けられることの証明等に

用いることができるものではありません。 
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参考様式第３号 

開発行為協議申請書 

                                                                     年  月  日 

  田辺市長   あて 

 

 都市計画法第32条第２項の規定に基づき，開発行為の協議を申請します。 

開 
 

 

発 
 

 

行 
 

 

為 
 

 

の 
 

 

概 

 

 

要 

開 発 者 

住 所  

氏 名 印  TEL 

開発区域の名称           

設 計 者 

(代理者) 

住  所 
 

 氏  名                        印  TEL 

開発区域内の面積          平方メートル 

予定建築物の用途           戸 数     戸 

用 途 地 域           

都 市 計 画 施 設           

接 続 道 路           幅 員     ｍ 

既存の公共施設          里 道 有・無 水 路 有・無 その他 

排 水 放 流 先          雨 水  汚 水  

新たに設置する          

公 共 施 設          

道  路 有・無 排 水 有・無 公  園 有・無 

その他  

そ  の  他  

（注）１ その他の欄は，他法令による許可等を要する手続きを記載してください。 

      ２ 申請は、必要図書を添付して、１部提出してください。 

      ３ この協議申請書が、法令の改正により、新しい法令に抵触することとなったとき、又は

大幅な変更がある場合は、再度協議申請が必要になります。
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参考様式第４号 

開発行為協議申請書（変更） 

                                                                     年  月  日 

  田辺市長   あて 

 

 都市計画法第32条第２項の規定に基づき，開発行為の協議（変更）を申請します。 

開 
 

 

発 
 

 

行 
 

 

為 
 

 

の 
 

 

概 

 

 

要 

開 発 者 

住 所  

氏 名 印  TEL 

開発区域の名称           

設 計 者 

(代理者) 

住  所 
 

 氏  名                        印  TEL 

開発区域内の面積          平方メートル 

予定建築物の用途           戸 数     戸 

用 途 地 域           

都 市 計 画 施 設           

接 続 道 路           幅 員     ｍ 

既存の公共施設          里 道 有・無 水 路 有・無 その他 

排 水 放 流 先          雨 水  汚 水  

新たに設置する          

公 共 施 設          

道  路 有・無 排 水 有・無 公  園 有・無 

その他  

そ  の  他  

（注）１ その他の欄は，他法令による許可等を要する手続きを記載してください。 

      ２ 変更申請は、変更となる必要図書を添付して、１部提出してください。 

      ３ この協議申請書が、法令の改正により、新しい法令に抵触することとなったとき、又は

大幅な変更がある場合は、再度協議申請が必要になります。 
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２ 田辺市都市計画法施行細則 
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田辺市規則第16号 

田辺市都市計画法施行細則を次のように定める。 

  平成22年３月31日 

                              田辺市長  真 砂 充 敏  

 

田辺市都市計画法施行細則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、和歌山県の事務処理の特例に関する条例（平成11年和歌山県条例第38号）

に基づき本市が処理することとされた都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）

の施行に関し、法、都市計画法施行令（昭和44年政令第158号）及び都市計画法施行規則（昭

和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（開発行為による申請書等の添付書類） 

第２条 法第29条第１項又は第２項の規定による許可（以下「開発許可」という。）を受けようと

する者（以下「申請者」という。）は、省令第16条第１項に規定する許可申請書に法第30条第２

項に規定する図書のほか、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

⑴ 申請者の資力及び信用調書 

⑵ 法第30条第１項第４号の工事施行者の能力調書 

⑶ 法第31条に規定する設計者の資格調書 

⑷ 当該開発区域の土地の登記事項証明書 

⑸ 当該開発区域内の土地の公図の写し 

⑹ 造成地求積図（縮尺500分の１以上） 

⑺ 排水流域図及び流量計算書（縮尺25,000分の１以上） 

⑻ 防災計画図 

⑼ 現況写真 

⑽ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 法第35条の２第１項の規定による変更の許可を受けようとする者は、同条第２項に規定する

変更許可申請書に、前項に定めるもののほか、変更理由書及び変更後の図面を添付しなければ

ならない。 

３ 法第36条第１項の規定による届出をしようとする者は、省令第29条に規定する工事完了届出

書又は公共施設工事完了届出書に、それぞれ次に掲げる事項を明示した縮尺１,000分の１以上

の完了図を添付しなければならない。 

工事完了図 開発区域の境界、公共施設の位置及び形状、予定建築物の敷地の形状、

敷地に係る予定建築物の用途並びに公益的施設の位置 

公共施設工事完了図 当該届出に係る公共施設の位置及び形状 

４ 法第38条の規定による届出をしようとする者は、省令第32条に規定する開発行為工事廃止届

出書に、次に掲げる事項を記載した書類を添付しなければならない。 
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⑴ 当該工事の廃止の理由 

⑵ 廃止時における当該土地の現況 

⑶ 当該工事の廃止に伴う今後の措置 

５ 法第42条第１項ただし書に規定する許可を受けようとする者は、予定建築物以外の建築等許

可申請書に、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

⑴ 建築物概要書 

⑵ 付近見取図（敷地の位置及び周辺の公共施設を明示すること。） 

⑶ 敷地現況図及び配置図（敷地の境界及び建築物の位置を明示すること。） 

⑷ 建築物平面図（建築物の高さに係る場合は、立面図を記入すること。） 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（工事の着手届） 

第３条 開発許可を受けた者は、開発許可に係る工事に着手する５日前までに、工事着手届を市

長に提出しなければならない。 

（地位承継の届出） 

第４条 法第44条の規定により地位を承継した者は、遅滞なく、地位承継届出書に、承継の事由

を証する書類を添付して市長に届け出なければならない。 

 （地位承継の承認） 

第５条 法第45条の規定による承認を受けようとする者は、地位承継承認申請書を市長に提出し

なければならない。 

２ 前項に規定する申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 所有権その他の権原を取得したことを証する書類 

⑵ 申請者の資力及び信用調書 

⑶ 事業経歴書及び法人にあっては法人の登記事項証明書 

（標識の掲示） 

第６条 開発許可を受けた者は、その住所、氏名その他市長が定める事項を記載した標識を当該

開発区域の主要な取付道路の付近その他工事現場の見やすい場所に掲示しておかなければなら

ない。 

２ 法第36条第２項の規定により検査済証の交付を受けた者は、速やかにその旨を前項の標識に

記載し、市長が指示する期間これを掲示しておかなければならない。 

（閲覧所の設置） 

第７条 省令第38条の規定により開発登録簿閲覧所（以下「閲覧所」という。）を建設部都市計

画課内に置く。 

（閲覧時間等） 

第８条 開発登録簿（以下「登録簿」という。）の閲覧時間は、午前８時30分から午後５時15分

までとする。 

２ 閲覧所の休日は、田辺市の休日を定める条例（平成17年田辺市条例第３号）第１条第１項に

規定する市の休日とする。 

３ 市長は、登録簿の整理その他必要がある場合は、前２項の規定にかかわらず、臨時に閲覧時
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間を変更し、又は休日を設けることができる。この場合においては、あらかじめその旨を閲覧

所に掲示するものとする。 

（閲覧手続等） 

第９条 登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてある閲覧簿に所定の事項を記入し、

職員の指示を受けなければならない。 

２ 登録簿の閲覧者は、これを閲覧所の外に持ち出してはならない。 

３ 法第47条第５項の規定により登録簿の写しの交付を受けようとする者は、開発登録簿写し交

付請求書を市長に提出しなければならない。 

（閲覧の停止等） 

第10条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、閲覧を停止させ、又は禁止するこ

とができる。 

⑴ 前条第１項若しくは第２項の規定に違反し、又は職員の指示に従わない者 

⑵ 登録簿を汚損し、若しくは破損し、又はそのおそれがあると認められる者 

⑶ 他人に迷惑を及ぼし、又はそのおそれがあると認められる者 

（証明書の交付） 

第11条 省令第60条の規定により、法第29条第１項若しくは第２項、第35条の２第１項、第42

条、第43条第１項又は第53条第１項の規定に適合している旨の証明書の交付を受けようとする

者は、申請書を市長に提出しなければならない。 

（書類の提出部数等） 

第12条 この規則の規定により市長に提出する書類の提出部数は、正本及び副本各１部とする。

ただし、市長は、必要と認める場合には、その部数を指示することができる。 

２ この規則に定める申請書、届出書その他の書面等の様式は、市長が別に定める。 

 （その他） 

第13条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成25年３月29日規則第８号抄） 

（施行期日） 

第１条 この規則は、平成25年４月１日から施行する。 
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３ 和歌山県大規模開発計画調整協議会設置要綱 



 - 102 -
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 和歌山県大規模開発計画調整協議会設置要綱 

 

１ 設 置 

  都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）に基づく開発許可制度に伴う大規模開発の取扱にし、

関係課室の意見の調整を図り、総合的に指導することにより、計画内容の適正化、及び事務処

理の合理化に資するため、和歌山県大規模開発計画調整協議会（以下「協議会」という｡）を設

置する。 

 

２ 構 成 

  協議会は、別表に掲げる大規模開発に密接な関連を有する常任の課室長、及び、必要に応じ、

常任以外の関係課室長をもって構成する。 

 

３ 幹 事 

  協議会に幹事を置き、都市政策課長がこれに当る。 

 

４ 会 議 

協議会の会議は、開発計画の事前協議があったとき、その他必要に応じ、幹事が召集する。 

 

５ 補 則 

  この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は協議会で定める。 

 

  附   則 

この要綱は、昭和 59 年 4 月 1 日から施行する。 
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４ 都市計画区域における 

大規模開発計画事前協議事務処理要領 
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 都市計画区域における大規模開発計画事前協議事務処理要領 

 （目 的） 

第 1 この要領は、「非線引都市計画区域における大規模開発に関する取扱要領」に基づく事前協

議の事務処理に関し、具体的な事項を定め、その処理の円滑化を図ることを目的とする。 

 （事前協議の申出） 

第 2 事前協議の申出は、事前協議申出書（別記第１号様式。以下「申出書」という｡）により大

規模開発計画調整協議会（以下「協議会」という｡）の幹事（以下「幹事」という｡）にこれ

を提出して行うものとする。ただし、ゴルフ場の開発計画については、ゴルフ場等開発計画

（予定地）に関する届出（企画部）の受理書を添付するものとする。 

 （事前協議申出の書類等） 

第 3 申出書には、同申出書に定める図書等を添付して提出するものとする。なお、事前協議の

申出者（以下「申出者」という｡）に対し、計画内容等その他の事項について必要に応じて説

明を求めることができる。 

 （申出に係る求意見） 

第 4 幹事は、申出書を受理したときは、中出書の写しを関係の市町村長、振興局長並びに協議

会の構成員である課室長（以下「関係機関の長等」という｡）に送付し、意見を求めるものと

する。 

 （意見書の提出） 

第 5 申出書の写しの送付を受けた関係機関の長等は、その内容を審査し、３週間以内に別記第

２号様式の意見書を提出するものとする。 

 （協議会への付議） 

第 6 幹事は、第５の規定により提出された意見書を添付して案件を協議会に諮るものとする。 

 （事前協議に係る指導等） 

第 7 協議会における指導事項等については、速やかに申出者に対し通知するものとする。 

第 8 第 7 の規定による通知を受けた中出者は、指導事項等について検討し、修正計画書その他

必要な説明資料（以下「修正計画書等」という｡）を幹事に提出するものとする。 

第 9 修正計画書等を受理したときは、幹事は、当該修正計画書等を協議会に諮るものとする。 

 （事前協議の完了） 

第 10 第 9 までの手続を経て、協議会において事前協議を完了する旨の合意が得られたときは、

幹事は、申出者に対し、その結果を通知し、その後申請者は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100

号。以下「法」という｡）第 30 条の規定に基づく開発行為に係る所定の手続を行うことができる。 

 （雑 則） 

第 11 この要領に定めるもののほか、事前協議に関し必要な事項は、別に定める。 

   附   則 

 この要領は、昭和 59 年４月１日から施行する。 
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別記第１号様式（第２関係） 

 

大規模開発計画に関する事前協議申出書 

平成  年  月  日 

 

和歌山県知事              様 

 

協議者 

 住所 

氏名               印 

 

 大規模開発計画事前指導要綱に基づき次のとおり協議します。 

土地の利用目的  計画戸数  計画人口  

土地の所在地  

地域地区等 ア、市街化区域   イ、市街化調整区域   ウ、未線引都市計画区域 

エ、宅地造成工事規制区域   オ、 

土

地

の

現

況 

地 

 

目 

区 分 宅  地 農  地 山  林 国有林 その他 合計 

面積㎡      ㎡ 

比 率      100％ 

所
有
者
別 

区 分 自己所有 買収予定 地主還元 その他 合  計 

面積㎡      

比 率       

土 地 の

利 用 計

画 

区 分 一般住宅 公益施設 公園等 道  路 その他 合 計 

面積㎡      ㎡ 

比 率      100％ 

公共・公

益 的 施

設 整 備

計 画 の

概要 

区  分 既存施設との関連・開発に伴う対策 

公共施設 道  路  

排水路  

水  道  

河川・水路  

砂防施設  

公園・広場  

その他  

公益的施

設 

教育施設  

鉄道等交通施設  

電気事業用施設  

その他  

環 境 保
全 計 画
の概要 
騒音・振動 

大気汚染 

水質汚濁 

現  状 周辺環境の現況  

工事中 保全対策と影響  

 

完成後 

排出される汚染物質の量  

保全対策  

周辺環境への影響程度  

  

 

 

支 

事業費      

①用地費      

②工事費      

整地工事費      
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出 

道路工事費      

排水施設工事費      

給水施設工事費      

      

③附帯工事費      

④事  務  費      

⑤借入金利息      

      

借入償還金      

      

計      

 

 

収 

 

 

 

入 

自己資金      

借  入 金      

      

      

処分収入      

宅地処分収入      

      

補助負担金      

      

      

      

借入金の借入先      

※ 処分収入については算定書を添付のこと 

 

添付書類 

1. 法人にあっては、その定款と法人登記簿の謄本 

2. 全体計画の概要を示す図書 

(1) 位置図（1/50、000～1/10、000） 

(2) 現況図（1/2、500～1/1、000） 

開発区域・排水状況・地目別土地状況・現況写真 

(3) 開発計画図（1/2、500～1/1、000） 

3. 開発事業計画概要書 

4. 工程計画書 

提出部数 

正本  １部  副本 ２５部 

他に図面のみ縮小版（Ａ３）１部 

製本は、Ａ３版縦長とする。 
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別記第2号様式（第5関係） 

大規模開発計画事前協議に対する意見書 

 

 

協議者の住所氏名 

住 所  

氏 名  

 

課 室 名 
 

関係法令等 意  見  等 
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５非線引都市計画区域又は都市計画区域外 

における大規模開発に関する取扱要領
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 非線引都市計画区域又は都市計画区域外における大規模開発に関する取扱要領 

（目 的） 

1 この要領は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という｡）第29条に係る非線引都市計

画区域内又は都市計画区域外における大規模開発に関し、具体的な取扱基準を定め、開発行為の適正化

及び事務処理の合理化に資することを目的とする。 

（対象となる開発行為） 

2 大規模開発の適用範囲は、その開発面積が５ヘクタール以上の規模のもので、住宅の建築の用に供する

目的で行われる開発行為又は住宅以外の建築及び特定工作物の建築及び特定工作物の建築若しくは建

設の用に供する目的で行われる開発行為を対象とする。 

（立地条件） 

3 開発を行おうとする立地条件等は、次の各号に適合しなければならない。 

 (1) 当該都市計画区域における市街化の動向からみて、開発予定区域の位置又は予定建築物の用途が合

理的な土地利用を図るうえで、支障とならないこと。 

 (2) 用途区域の定められている都市計画区域においては、その定められている用途に適合していること。 

 (3) 当該開発区域の大部分が集団的優良農地、災害のため保全すべき土地、近郊緑地特別保全地区等と

して積極的に保全すべき土地でないこと。 

 (4) 当該開発行為の位置及び自然的条件からみて、交通施設、排水施設、その他の施設の計画に支障を

きたすおそれがないこと。 

 (5) 当該開発行為に関し、必要となる公共施設等を開発行為を行う者が自らの負担において整備するこ

と。 

 (6) 一定期間内に良好な宅地として造成されることか確実であること。 

（保全を要する区域等） 

4 開発行為の区域には、原則として次の地域、区域及び地区の土地を含まないこと。ただし、関係部局と

関係事項について調整を了したものについては、この限りでない。 

 (1) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）に基づく農用地区域 

 (2) 森林法（昭和26年法律第249号）に基づく保安林又は保安施設地区 

 (3) 自然公園法（昭和32年法律第161号）及び和歌山県立自然公園条例（昭和34年和歌山県条例第2

号）に基づく自然公園区域又は和歌山県自然環境保全条例（昭和47年和歌山県条例第38号）に基づ

く保全地域 

 (4) 近畿圏の保全区域の整備に関する法律（昭和42年法律第103号）に基づく近郊緑地保全特別区域 

 (5) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づく急傾斜地崩壊危

険区域 

 (6) 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）に基づく地すべり防止区域 

 (7) 砂防法（明治30年法律第29号）に基づく砂防指定地 

 (8) 土石流危険渓流土砂災害防止法（平成12年法律第57号）に基づく土砂災害特別警戒区域 

 (9) 河川法（昭和39年法律第167号）に基づく河川区域及び河川保全区域 

 (10) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号） 

 (11) 文化財保護法（昭和25年法律第214号）に基づく史跡、名勝、天然記念物、文化財包蔵地等保全

を必要とする区域 

 (12) 建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく災害危険区域 

（事前協議） 

5 開発行為を行おうとする者は、法第30条の規定による許可申請手続に先立ち、あらかじめ事前協議を

経なければならない。事前協議については、別に定める「大規模開発計画事前協議事務処理要領」によ

るものとする。 

（雑 規） 

6 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。 

   附   則 

 この要領は、昭和59年４月１日から施行する。 
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６ 公共施設の引継ぎに関する基準 
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 公共施設の引継ぎに関する基準 

 

【公共施設等の用に供する土地の帰属に関する基準】 

  市に帰属させようとする、公共施設等の用に供する土地（以下「公共施設用地」という。）は、次に掲

げる条件を具備しているものでなければならない。 

（１）都市計画法第 32 条第２項の協議及び田辺市開発事業の指導要綱又は宅地造成工事における道路

等の担保指針による規定により、市長と協定を締結したものであり、市に帰属させる旨の確認がな

されているものであること。 

（２）公共施設用地の分筆又は合筆のための測量が終了し、所有権移転登記に必要な所定の手続きがな

されているものであること。 

（３）抵当権、賃借権、その他第三者のための権利が設定されていないものであること。 

（４）隣接地との境界が確定されていること。 

（５）その他市長との協議により交わした協定書等の条件を満たしているものであること。 

 

【公共施設用地の帰属に関する添付書類】 

（１）寄付申込書 

（２）登記承諾書 

（３）登記原因証明情報 

（４）公共施設用地の所有者の印鑑証明書 

（５）公共施設用地（分筆後）の全部事項証明書 

（６）位置図及び付近見取図 

（７）公図 

（８）公共施設用地の丈量図 

（９）公共施設用地の写真（完成後）  ※ 公共施設を赤色線で囲み、地番を記載する 

（９）土地利用計画図 

（10）地下埋設物等の平面図 

（11）隣接する公共用地との境界確認書 

 

【公共施設の管理引継ぎに関する基準】 

  市が管理する公共施設は、次に掲げる条件を具備しているものでなければならない。 

（１）協定書等により、当該公共施設の管理を市が行う旨の確認がなされているものであること。 

（２）市長の行う工事完了検査に合格したものであること。 

（３）管理の引継ぎに関する内容が明確なものであること。 

（４）その他市長との協議により交わした協定書等の条件を満たしているものであること。
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７ 都市計画法第６０条の概要 
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都市計画法施行規則第 60 条の概要 

 

１ 適用について 

本概要は、建築基準法第 6 条又は第 6 条の 2 に規定する建築確認申請に際して添付される都

市計画法施行規則第 60 条に規定する書面（以下「開発許可等不要証明書」という。）の交付事

務について必要な事項を定める。 

 

 

２ 審査基準について 

建築基準法は、いわゆる建築確認において、その計画が、都市計画法第 29 条第 1 項若しくは

第 2 項、第 35 条の 2 第 1 項、第 41 条第 2 項、第 42 条、第 43 条第 1 項又は第 53 条第 1 項の

規定のすべてに適合していることも、確認を受けるべき内容としています。そこで、建築基準

法施行規則は、建築確認の申請に当たっては、原則として、その計画が、先の都市計画法の規

定に適合していることを証する書面を添付することとしています。 

これを受け、都市計画法施行規則第 60 条は、建築確認を受けようとする者は、開発許可権者

に対し、都市計画法の規定に適合していることを証する書面の交付を求めることが出来るとし

ています。 

したがって、開発許可権者は、その計画が都市計画法の規定に適合することを確認した場合

は、証明書を交付しなければなりません。 

なお、証明書の添付が必要か否かは、建築確認を行う者が判断します。 

 

(１)  法第 29 条第 1 項若しくは第 2 項に適合していること 

適合証明に関する規定の中で、都市計画法の規定に適合していることを求められてい

る「その計画」とは、単に建築計画のみを指すのではなく、開発行為を伴う場合は、こ

れを含む一連の計画をいうものと解されます。建築計画のみを指すものと解した場合は、

開発行為に関する規定に適合していることを求めていることが無意味となるからです。 

「その計画」が本条に適合しているとは、次のいずれかに該当する場合です。 

① 開発行為を伴わない計画である場合 

② 開発行為を伴うものの、許可を要しない場合 

③ 既に許可を受けた内容に適合している場合 

 

(２) 第 42 条に適合していること 

「その計画」が、本条に適合しているとは、次のいずれかに該当する場合です。 

① 建築物等の敷地について用途地域等が定められている場合 

② 建築物等が、開発許可における予定建築物等である場合 

③ 「その計画」の建築行為が、「増築」及び「移転」のみである場合 

④ 本条の規制を受けない「改築」、「用途変更」である場合 

⑤ 建築行為等が、本条ただし書許可を受けたものである場合 

 

説明資料 
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３ 様式・添付図書について 

  ・提出部数（正 1 部、副 1 部）の計 2 部。 

  ・手数料は 200 円とする。 

  ・建築物等の用途欄には、明確に用途を記入する。 

 

添付図書は次のとおりです。 

  (１) 法第 29 条 第 1 項 本文、第 2 号、第 3 号、第 12 号、第 2 項 本文、第 1 号、第 2 号

に該当する場合。 

      別表第 1 参照 

(２) 法第 42 条 第 1 項に該当する場合。 

      別表第 2 参照 

 

４ その他の留意事項について 

  (１) 都市計画法第 29 条の開発許可を受けたものの取扱い 

 証明の判断資料 証明事務処理 

開発許可 

↓ 

37 条承認 

↓ 

完了公告 

①開発登録簿（調書＋土地利用計画図） 

②開発許可申請書 

※41 条、42 条に適合しているか、変更

許可申請が必要であるかを判断 

開発登録簿の写しを証明書として交付 

 

 

 

 

完了公告後 

(新たな開発行為等) 

①開発登録簿（調書＋土地利用計画図） 

②必要に応じて計画内容を現地確認 

※41 条、42 条に適合しているか、変更

許可申請が必要であるかを判断 

証明書（許可を要しない証明）を交付 

 

 

 

 

※１ 建築確認申請時に添付する証明書の要否及び証明書として取扱できる書類については

建築主事に確認してください。 

 

５ 有効期限について 

  証明書の有効期限は証明の日から 1 年以内とする。 

 

開発行為許可書、都計法 37 条建築承認通

知書を建築確認申請時に建築主事に提出

することでも可能。※１ 

新たな開発行為がない場合、開発行為許

可書を建築確認申請時に建築主事に提出

することでも可能。※１ 
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６ 対処する事務の区分について 

 

関 係 条 文 
60 条証明 

による対応 

照会回答 

による対応 
備 考 

法 29 条 1 項本文 開発行為の有無 ○   

1 号 適用除外施設  ○ 証明書添付不要※ 

2 号 農業用施設 ○   

3 号 公益施設 ○   

4 号 国、県等開発  ○  

5 号 都市計画事業  ○  

6 号 土地区画整理事業  ○  

7 号 市街地再開発事業  ○  

8 号 住宅街区整備事業  ○  

9 号 防災街区整備事業  ○  

10 号 公有水面埋立法  ○  

11 号 非常災害の応急処置  ○  

12 号 通常の管理行為、軽易な行為 ○   

法 29 条 2 項本文 開発行為の有無 ○   

1 号 農業用施設 ○   

2 号 前項 3 号から 5 号、10 号から 12 号 上記 1 項各号に対応  

法 42 条  ○   

 

 
※ 都市計画法第 29 条第 1 項第 1 号について 

 建築基準法の規定による確認済証の交付を受けようとする者は、その計画が法第 29 条第１項

の規定に適合していることを証する書面（許可不要である場合は、「証明」）の交付を都道府県知

事（和歌山県の事務処理の特例に関する条例（平成 11 年和歌山県条例第 38 号）に基づき平成 22

年 4 月 1 日からは市長）に求めることができるとされているが、建築基準法施行規則第 1 条の 3 

第 9 項では、申請に係る建築物の敷地が区域区分の定められていない都市計画区域内にあり、か

つ、その規模が 3,000 ㎡未満である場合は、法第 29 条第１項に適合していることを証する書面

を建築確認申請書に添付することを要さないとされているため、申請者が法第 29 条第１項第１

号に適合していることを証する書面の交付を開発許可権者に求めることは想定されていない。 

しかし、建築確認担当部局が建築基準関係規定に適合していることをもって、確認済証を交付

することに変わりなく、開発区域と建築物の敷地とが一致しないことを覚知した場合等、法第 29 

号第１項第１号についての判断が必要となる場合が想定される。よって、このような場合につい

ても、建築確認部局と開発許可権者との照会回答で対処することとする。 
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別表第 1 

 

(１)  法第 29 条 第 1 項 本文、第 2 号、第 3 号、第 12 号、第 2 項 本文、第 1 号、第 2 号に該

当する場合。 

 

添付書類 明示すべき事項 

委任状 代理者による申請の場合 

位置図（都市計画図） 区域を赤線で囲んでください。 

（都市計画図を使用してください） 

付近見取図 区域を赤線で囲んでください。 

全景の写真 区域を赤線で囲んでください。 

現地の状況がわかるように複数方向から撮影し、撮影の位置、方

向を示す図書を添付してください。 

土地登記簿謄本 当該地は登記簿謄本を添付してください。 

公図（地積図） 法務局備え付けの公図を転写の上、登記簿謄本・登記事項要約書

をもとに、方位、転写場所、転写日、転写人（記名押印）を記入

し、区域を赤線で囲んでください。 

敷地求積図 座標法又は三斜法により求積してください。 

現況図  

土地利用計画図 敷地縦横断の位置を記入のうえ、区域を赤線で囲んでください。 

造成行為を一切行わない場合は、その旨を明記してください。 

造成計画平面図 敷地縦横断の位置を記入のうえ、区域を赤線で囲んでください。 

敷地断面図 計画建物及び既存建物の位置、G.H 及び F.H を記入してください。 

（2 面以上） 

造成行為を一切行わない場合は、その旨を明記してください。 

予定建築物の各階平面図 

建築確認申請と同一の図書を添付してください。 予定建築物の立面図 

予定建築物の断面図 

  

 

 

その他の図書 

都市計画施設等の区域内の場合 都市計画法第 53 条による許可書の写し 

その他知事が必要と認めた場合 土地所有者の同意書 

その他の指示する書類 
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別表第 2 

 

(１) 法第 42 条に該当する場合。 

 

添付書類 明示すべき事項 

委任状 代理者による申請の場合 

位置図 区域を赤線で囲んでください。 

付近見取図 区域を赤線で囲んでください。 

全景の写真 区域を赤線で囲んでください。 

現地の状況がわかるように複数方向から撮影し、撮影の位置、方

向を示す図書を添付してください。 

土地登記簿謄本 当該地は登記簿謄本を添付してください。 

公図（地積図） 法務局備え付けの公図を転写の上、登記簿謄本・登記事項要約書

をもとに、方位、転写場所、転写日、転写人（記名押印）を記入

し、区域を赤線で囲んでください。 

敷地求積図 座標法又は三斜法により求積してください。 

現況図  

土地利用計画図 敷地縦横断の位置を記入のうえ、区域を赤線で囲んでください。 

造成計画平面図 敷地縦横断の位置を記入のうえ、区域を赤線で囲んでください。 

敷地断面図 計画建物及び既存建物の位置、G.H 及び F.H を記入してください。 

（2 面以上） 

予定建築物の各階平面図 
建築確認申請と同一の図書を添付してください。 

既存建築物については、現況建物を示す図面を添付してください。 
予定建築物の立面図 

予定建築物の断面図 

  

 

 

その他の図書 

都市計画施設等の区域内の場合 都市計画法第 53 条による許可書の写し 

その他知事が必要と認めた場合 土地所有者の同意書 

その他の指示する書類 
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（法第 29 条関係） 

証 明 申 請 書 
 

 

都市計画法施行規則第 60 条の規定により、都市計画法  

 

の規定による許可を要しないことを証する書 

 

面の交付を申請します。 

 

   年   月   日 

 

 田辺市長 あて 

 

申請者 住所 

                氏名          印 

 

※手数料欄 

１ 
建 築 主 の 住 所 

及 び 氏 名 

 

 

 

２ 
申請地の所在、 

地 目 及 び 面 積 

 

 

 

地 目  

面 積 ㎡ 

３ 用 途 地 域 等 

 

□用途地域（         ）    □無指定 

 

４ 建築物等の用途 

 

 

 

５ 
建築物等の構造

及 び 規 模 

構 造 造    建 高 さ ｍ 

建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡ 

６ 備 考 

 

 

 

※ 受 付 番 号 年   月   日   第     号 

※ 許 可 番 号   年   月   日   第     号 

※ 受 付 欄 

 

注 ※のある欄は記載しないこと。 

 第 29条 第 1項 

第 29条 第 2項 
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（法第 29 条関係） 

証 明 書 

 

 

都市計画法施行規則第 60 条の規定により、都市計画法          の規定による許可 

 

を要しないことを証明します。 

 

第       号  

 年   月   日  

 

 申請者       様 

 

田辺市長         印 

 

１ 
建 築 主 の 住 所 

及 び 氏 名 

 

 

 

２ 
申請地の所在、 

地 目 及 び 面 積 

 

 

 

地 目  

面 積 ㎡ 

３ 用 途 地 域 等 

 

□用途地域（         ）    □無指定 

 

４ 建築物等の用途 

 

 

 

５ 
建築物等の構造

及 び 規 模 

構 造 造    建 高 さ ｍ 

建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡ 

６ 備 考 

 

 

 

 

 

・本証明書の有効期間は、証明日から１年間です。 

 
第 29条 第 1項 

第 29条 第 2項 
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（法第 42 条関係） 

証 明 申 請 書 
 

 

都市計画法施行規則第 60 条の規定により、都市計画法第 42 条

の規定による許可を要しないことを証する書面の交付を申請しま

す。 

 

   年   月   日 

 

 田辺市長 あて 

 

申請者 住所 

                氏名          印 

 

※手数料欄 

１ 
建 築 主 の 住 所 

及 び 氏 名 

 

 

 

２ 
申請地の所在、 

地 目 及 び 面 積 

 

 

 

地 目  

面 積 ㎡ 

３ 用 途 地 域 等 

 

□用途地域（         ）    □無指定 

 

４ 建築物等の用途 

 

 

 

５ 
建築物等の構造

及 び 規 模 

構 造 造    建 高 さ ｍ 

建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡ 

６ 備 考 

 

 

 

※ 受 付 番 号 年   月   日   第     号 

※ 許 可 番 号   年   月   日   第     号 

※ 受 付 欄 

 

 

注 ※のある欄は記載しないこと。 
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（法第42条関係） 

証 明 書 
 

 

都市計画法施行規則第60条の規定により、都市計画法第42条の規定による許可を要しないことを証

明します。 

 

 

第       号  

 年   月   日  

 

 申請者       様 

 

和歌山県知事          印 

 

１ 
建築主の住所 及

び 氏 名 

 

 

 

２ 
申請地の所在、 

地 目 及 び 面 積 

 

 

 

地 目  

面 積 ㎡ 

３ 用 途 地 域 等 

 

□用途地域（         ）    □無指定 

 

４ 建築物等の用途 

 

 

 

５ 
建築物等の構造及

び 規 模 

構 造 造    建 高 さ ｍ 

建築面積 ㎡ 延べ面積 ㎡ 

６ 備 考 

 

 

 

 

 

・本証明書の有効期間は、証明日から１年間です。 

 


